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9. 事後調査の結果 

9.1. 大気質 

9.1.1. 環境の状況 

(1) 調査内容 

大気質の現況調査は，表 9.1-1 に示すとおりとした。 

表 9.1-1 調査内容（大気質） 

調査項目 調 査 内 容 

大気質 

1.施設の稼働（病院・駐車場）の稼働に係る大気質の状況
 ・二酸化窒素 
 ・浮遊粒子状物質 
 ・気象（風向・風速） 
2.施設関連車両の走行に係る大気質の状況 
 ・二酸化窒素 
 ・浮遊粒子状物質※ 
3.施設の稼働及び施設関連車両の走行（複合的な影響）に係る大気質の状況 
・二酸化窒素 
・浮遊粒子状物質 

※評価書の事後調査計画にはないが加えて実施した。 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.1-2 に示すとおりとした。 

表 9.1-2 調査方法（大気質） 

調査項目 調査方法 調査方法の概要 測定高さ

1.施設の稼働に係る 
・二酸化窒素 
（公定法 1 地点） 

「二酸化窒素に係る環境基準
について」(昭和 53 年 7 月 11
日 環境庁告示第 38 号)に準
じる測定方法とした。 

オゾンを用いる化学発光法に
基 づ く 自 動 計 測 器 (JIS 
B-7953)による連続測定。 

地上 1.5m

・二酸化窒素 
（簡易法 4 地点） 

パッシブサンプラーを用いた
簡易測定法とした。 

ろ紙（捕集エレメント）を 24
時間ごとに交換し，室内でフ
ローインジェクション分析法
により分析する。 

地上 1.5m

・浮遊粒子状物質 
（公定法 1 地点） 

「大気の汚染に係る環境基準
について」(昭和 48 年 5 月 8
日 環境庁告示第 25 号)に準
じる測定方法とした。 

ベータ線吸収法に基づく自動
計測器(JIS B-7954)による連
続測定。 

地上 3.0m

・気象（風向・風速） 
「地上気象観測指針」(平成 14
年 7 月 気象庁)に準じる測定
方法とした。 

風車型微風向風速計による連
続測定。 地上 22m

2.施設関連車両の走行に係る 
・二酸化窒素 
（公定法 1 地点） 

「二酸化窒素に係る環境基準
について」(昭和 53 年 7 月 11
日 環境庁告示第 38 号)に準
じる測定方法とした。 

オゾンを用いる化学発光法に
基 づ く 自 動 計 測 器 (JIS 
B-7953)による連続測定。 

地上 1.5m

・二酸化窒素 
（簡易法 3 地点） 

パッシブサンプラーを用いた
簡易測定法とした。 

ろ紙（捕集エレメント）を 24
時間ごとに交換し，室内でフ
ローインジェクション分析法
により分析する。 

地上 1.5m

・浮遊粒子状物質 
（公定法 1 地点） 

「大気の汚染に係る環境基準
について」(昭和 48 年 5 月 8
日 環境庁告示第 25 号)に準
じる測定方法とした。 

ベータ線吸収法に基づく自動
計測器(JIS B-7954)による連
続測定。 

地上 3.0m

3.施設の稼働及び施設関連
車両の走行（複合的な影
響）に係る大気質の状況 

・二酸化窒素 
・浮遊粒子状物質 

評価書の予測によると施設の稼働及び施設関連車両の寄与濃度を比較す
ると施設の稼働の方が大きいことから，「1.施設の稼働に係る大気質の状
況」の調査結果を用いた。 
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(3) 調査地点 

施設の稼働に係る調査地点は表 9.1-3 及び図 9.1-1，施設関連車両の走行に係る調査地点は表 
9.1-4 及び図 9.1-2 に示す地点とした。 

表 9.1-3 施設の稼働に係る調査地点（大気質） 

調査項目 番号 調査地点（図 9.1-1 参照） 
1.施設の稼働に係る大気質の状況 
（3.施設の稼働及び施設関連車両 

の走行に係る大気質の状況） 
 ・二酸化窒素（公定法） 
 ・浮遊粒子状物質 
 ・気象（風向・風速） 

1 対象地内 

 ・二酸化窒素（簡易法） 

2 太白区長町一丁目 
3 太白区あすと長町一丁目 
4 太白区八本松一丁目 
5 太白区長町二丁目 

 

表 9.1-4 施設関連車両の走行に係る調査地点（大気質） 

調査項目 番号 調査地域 調査地点（図 9.1-1 参照）

2.施設関連車両の走行に係る大気質
の状況 

 ・二酸化窒素（公定法） 
 ・浮遊粒子状物質 

1 
県道 273 号仙台名取線 

（広瀬河畔通） 
対象地内 

・二酸化窒素（簡易法） 

2 市道 原町広岡（その 2）線 太白区長町三丁目 

3 
県道 273 号仙台名取線
(あすと長町大通り線) 

太白区郡山一丁目 

4 
県道 273 号仙台名取線

（広瀬河畔通） 
太白区八本松一丁目 
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図 9.1-1 大気質調査地点

（施設の稼働） 
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図 9.1-2 大気質調査地点 

（施設関連車両の走行） 
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(4) 調査期間 

調査時期は，病院の事業活動が定常となる時期とし，表 9.1-5 に示すとおりとした。 

表 9.1-5 調査期間（大気質） 

調査項目 調査期間

1.施設の稼働に係る大気質の状況 
（3.施設の稼働及び施設関連車両の走行 

(複合的な影響)に係る大気質の状況） 

平成 27 年 8 月 4 日 0 時～8 月 10 日 24 時（7 日間） 

※二酸化窒素の簡易法のみ 
平成 27 年 8 月 3 日 12 時～8 月 11 日 12 時（8 日間）2.施設関連車両の走行に係る大気質の状況 

 
 

(5) 調査結果 

ア 施設の稼働に係る大気質の状況 

① 二酸化窒素 

施設の稼働に係る二酸化窒素の調査結果を表 9.1-6 に示す。 
期間平均値は 0.007～0.008ppm，日平均値の最高値は 0.010～0.011ppm であった。1 時間値

の最高値は，地点 1（対象地内）において 0.024ppm であった。基準との比較では，すべての地

点において，環境基準値及び仙台市環境基本計画の定量目標値を下回っていた。 

表 9.1-6 現地調査結果（大気質：二酸化窒素） 

調査地点 
（図 9.1-1 参照） 

有効測 
定日数 

期 間 
平均値 

日平均値 
の最高値 

1 時間値

の最高値 環境基準 
仙台市環境 
基本計画 

定量目標値 （日） （ppm） （ppm） （ppm）

1 対象地内 7 0.007 0.011 0.024
１時間値の１日平

均値が 0.04ppm か

ら 0.06ppm までの

ゾーン内又はそれ

以下であること 

１時間値の 
１日平均値が

0.04ppm 以下

2 太白区長町一丁目 8 0.007 0.010 － 

3 太白区あすと長町一丁目 8 0.007 0.010 － 

4 太白区八本松一丁目 8 0.008 0.011 － 

5 太白区長町二丁目 8 0.007 0.010 － 

 
 

② 浮遊粒子状物質 

施設の稼働に係る浮遊粒子状物質の調査結果を表 9.1-7 に示す。 
浮遊粒子状物質の期間平均値は 0.038mg/m3，日平均値の最高値は 0.054mg/m3，1 時間値の

最高値は 0.071mg/m3であった。基準との比較では，環境基準値を下回っていた。 

表 9.1-7 現地調査結果（大気質：浮遊粒子状物質） 

調査地点 
有効測 
定日数 

期 間
平均値

日平均値
の最高値

1 時間値
の最高値 環境基準 

(日) (mg/m3) (mg/m3) (mg/m3)

1 対象地内 7 0.038 0.054 0.071 

1 時間値の 1 日平均値が

0.10mg/m3以下であり，かつ，

1 時間値が 0.20mg/m3以下で

あること。 
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③ 気象（風向・風速） 

対象地内における気象の調査結果を表 9.1-8 に，風配図を図 9.1-3 に示す。 
東南東の風が卓越しており，平均風速は 1.7m/s であった。また，最大風速は 4.9m/s (東)であ

った。 

表 9.1-8 現地調査結果（大気質：気象（風向・風速）） 

調査地点 
有効測 
定日数 

平均風速 
最大風速

(発生時の風向)

最多風向 
静穏率 

16 方位 
出現率 

(日) (m/s) (m/s) (%) (%) 

1 対象地内 7 1.7 
4.9 
(E) 

ESE 16.1 16.1 

※静穏：0.4 m/s 以下 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 9.1-3 風配図 
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イ 施設関連車両の走行に係る大気質の状況 

① 二酸化窒素 

施設関連車両の走行に係る二酸化窒素の調査結果を表 9.1-9 に示す。 
期間平均値は 0.006～0.009ppm，日平均値の最高値は 0.009～0.012ppm であった。1 時間値

の最高値は，地点 1（対象地内）において 0.021ppm であった。基準との比較では，すべての地

点において，環境基準値及び仙台市環境基本計画の定量目標値を下回っていた。 

表 9.1-9 現地調査結果（大気質：二酸化窒素） 

調査地点 
（図 9.1-2 参照） 

有効測 
定日数 

期 間 
平均値 

日平均値

の最高値

1 時間値

の最高値 環境基準 
仙台市環境 
基本計画 

定量目標値 （日） （ppm）（ppm）（ppm）

1 
対象地内 

（県道 273 号仙台名取線 
(広瀬河畔通)） 

7 0.007 0.010 0.021

１時間値の１日平

均値が 0.04ppm か

ら 0.06ppm までの

ゾーン内又はそれ

以下であること 

１時間値の 
１日平均値が

0.04ppm 以下

2 
太白区長町三丁目 

（市道 原町広岡(その 2)線） 
8 0.009 0.012 － 

3 

太白区郡山一丁目 
（県道 273 号仙台名取線 
(あすと長町大通り線)） 

8 0.006 0.009 － 

4 

太白区八本松一丁目 
（県道 273 号仙台名取線 

(広瀬河畔通)） 
8 0.007 0.010 － 

 
② 浮遊粒子状物質 

施設関連車両の走行に係る浮遊粒子状物質の調査結果を表 9.1-10 に示す。 
浮遊粒子状物質の期間平均値は 0.046mg/m3，日平均値の最高値は 0.063mg/m3，1 時間値の

最高値は 0.076mg/m3であった。基準との比較では，環境基準値を下回っていた。 

表 9.1-10 現地調査結果（大気質：浮遊粒子状物質） 

調査地点 
有効測 
定日数 

期 間
平均値

日平均値
の最高値

1 時間値
の最高値 環境基準 

(日) (mg/m3) (mg/m3) (mg/m3)

1 
対象地内 

（県道 273 号仙台名取線 
(広瀬河畔通)） 

7 0.046 0.063 0.076 

1 時間値の 1 日平均値が 0.10mg/m3

以下であり，かつ，1 時間値が

0.20mg/m3以下であること。 

 
 

ウ 施設の稼働及び施設関連車両の走行（複合的な影響）に係る大気質の状況 

施設の稼働及び施設関連車両の走行（複合的な影響）に係る大気質の状況は，評価書の予測に

よると施設の稼働及び施設関連車両の寄与濃度を比較すると施設の稼働の寄与が大きいことから，

「ア 施設の稼働に係る大気質の状況」に示すとおりとした。 
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9.1.2. 事業の実施状況及び対象事業の負荷の状況 

(1) 調査内容 

評価書における事後調査計画を踏まえ，以下に示すとおりとした。 

 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.1-11 に示すとおりとした。 

表 9.1-11 調査方法（大気質） 

調査内容 調査方法

1.有害物質を含む排気の処理の状況 有害物質を含む排気に係る処理方法を整理する。 
2.感染性物質の処理の状況 感染症患者数及び感染性物質の処理方法を整理する。

3.環境保全措置の実施状況 目視確認，写真撮影，記録類の確認またはヒアリング
による。 

 
 

(3) 調査地域及び調査地点 

調査地点は，表 9.1-12 に示すとおりとした。 

表 9.1-12 調査地点（大気質） 

調査内容 調査地点

1.有害物質を含む排気の処理の状況 

対象地内 2.感染性物質の処理の状況 

3.環境保全措置の実施状況 

 
 

(4) 調査期間 

調査期間は，表 9.1-13 のとおりとした。 

表 9.1-13 調査期間（大気質） 

調査内容 調査期間

1.有害物質を含む排気の処理の状況 

平成 27 年 4 月～平成 28 年 3 月（1 年間） 2.感染性物質の処理の状況 

3.環境保全措置の実施状況 

 
 
 
 
  

・ 有害物質を含む排気の処理の状況 
・ 感染性物質の処理の状況 
・ 環境保全措置の実施状況 
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(5) 調査結果 

ア 有害物質を含む排気の処理の状況 

有害物質を含む排気の処理方法は表 9.1-14 及び表 9.1-15 に示すとおりであり，評価書の計画

どおりに実施されていた。 
 

表 9.1-14 有害物質（薬品）を含む排気の処理方法 

項目 事後調査結果 

有害物質（薬品）に係る 
排気の処理方法 

使用に際して気化したものについては，陰圧制御により病室内の空
気が室外に流出することを防止すると共に，HEPA フィルターにより
0.3μmの粒子に対して99.97%以上を捕集後排気する設定としている。

 

表 9.1-15 放射性物質に係る排気の処理方法 

項目 事後調査結果 

放射性物質に係る 
排気の処理方法 

核医学部門で使用される放射性物質は，医療法施行規則及び電離放
射線障害防止規則に基づき管理区域を指定し適切に管理している。 

管理区域には必要のあるもの以外の立ち入りを禁止し，放射線シー
ルドを設置し，放射線の拡散を防止する。また，常時陰圧により放射
性物質が核医学部門外への拡散を防止すると共に，活性炭フィルター
により，放射性物質を捕集している。 
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イ 感染性物質の処理の状況 

平成 27 年度の感染症患者数，感染症病床使用日数，感染症病室使用日数及び感染症病床に係る

排気の処理方法については，表 9.1-16～表 9.1-18 に示すとおりであった。感染症病床に係る排

気の処理方法は，評価書の計画どおりに実施されていた。 

表 9.1-16 年度別感染症患者数（平成 27 年度） 

年度 
評価書記載内容 事後調査結果 

平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 27 年度 
実数（人） 7 10 16 10 
延在院日数 226 134 445 234 

※：平成 18 年度～平成 20 年度の数値は「平成 21 年度病院事業概要」に基づく。 
 

表 9.1-17 感染症病床延べ使用日数(平成 27年度) 

月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11月 12 月 1 月 2 月 3 月 計 
日

数 
0 10 3 19 36 30 31 32 36 37 0 0 234

注) 延べ使用日数＝使用病床数×日数 

 

表 9.1-18 感染症病床に係る排気の処理方法 

項目 事後調査結果 

感染症病床に係る 
排気の処理方法 

感染症病床は，陰圧室を設け，陰圧制御により感染性病原体が室外に
拡散するのを防止している。 

また，排気口には，JIS 規格に基づいた HEPA フィルターを設置する
ため,定格流量で粒径が 0.3μm の粒子に対して，99.97%以上の粒子捕集
を行っている。 
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ウ 環境保全措置の実施状況 

供用に係る環境保全措置の実施状況は，表 9.1-19 に示すとおりであった。 
 

表 9.1-19(1) 大気質に係る環境保全措置の実施状況 

供用に係る環境保全措置 実施状況 
利用者等に対し，駐車時におけるアイ

ドリングや，急発進・急加速・空ぶか

し，不要な物品を積載したまま走行を

しない等，エコドライブに取組み，排

出ガス低減への協力を促す。 

利用者や施設関係者に対し，ポスター・回覧での啓発によ

りエコドライブへの取組みを促している。 

可能な限り，低排出ガス認定自動車の

導入・更新に努める。 
現病院への移転にあたり新規に購入した車両はない。今後

の車両購入機会には低公害車や最新規制適合車の導入を検

討する予定である。 

通勤や事業活動における人の移動に

際しては，できるだけ公共交通機関を

活用するとともに，近距離移動に際

し，徒歩や自転車での移動を促進す

る。 

地下鉄南北線長町一丁目駅や路線バス，JR 長町駅へのアク

セス性を高めて公共交通機関の利用を推進するとともに，

敷地内に駐輪場を 3 箇所設ける等，徒歩や自転車での移動

を促進している。 

 
写真 9.1-1 南口駐輪場 (H28.6.6 撮影) 

荷捌き場などの適切な駐車スペース

を確保する。 
荷捌き場を地下サービスヤードに整備した。 

 
写真 9.1-2 荷捌き場 (H28.6.6 撮影) 
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表 9.1-19 (2) 大気質に係る環境保全措置の実施状況 

供用に係る環境保全措置 実施状況 
供用後の施設関連車両の走行を円滑

にするために案内板等による交通誘

導を実施する。 

案内板や掲示による交通誘導を実施している。また，正面

口や駐車場入口に誘導員を配置している。 

 
写真 9.1-3 正面口案内板 (H28.6.6 撮影) 

 

 
写真 9.1-4 交通誘導を行う誘導員 (H28.6.6 撮影) 

外部動線計画は，公共交通機関を利用

する来院者の動線に配慮し，仙台市営

地下鉄南北線長町一丁目駅からの徒

歩ルート及び JR 長町駅から杜の広

場を経由しての徒歩ルートが短くな

るような計画とした。 
 

リップルロード長町を経由して地下鉄南北線長町一丁目

駅へ至る北西口の整備，杜の広場を経由して JR 長町駅に

至る南口の整備，ならびに敷地内の歩行者用通路の整備に

より，公共交通機関利用者の徒歩ルートの短縮に努めた。

  
写真 9.1-5 北西口 (H28.6.6 撮影) 
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表 9.1-19 (3) 大気質に係る環境保全措置の実施状況 

供用に係る環境保全措置 実施状況 
（前頁より続き） 

 
写真 9.1-6 歩行者用通路 (H28.6.6 撮影) 

巡回バスの導入を検討しており，大型

バスが敷地内で転回可能なロータリ

ーを設置する計画とした。 

大型バスが敷地内で回転可能なロータリーを設置し，路線

バスを引き込むことにより来院者の公共交通機関の利用

を促進した。 

 
写真 9.1-7 ロータリー (H28.6.6 撮影) 

コージェネレーションシステムの導

入により廃熱を回収して，燃料消費を

抑制する。 

ガスエンジン発電機 350kW×2 台構成のコージェネレー

ションシステムによる廃熱回収システムとし，燃料消費の

抑制に努めた。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 写真 9.1-8 CGS ガスエンジン発電機(H28.6.14 撮影) 

設備機器の点検・整備を定期的に行

う。 
設備機器の点検・整備は，設備ごとに頻度を決めて点検を

実施している。 
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9.1.3. 調査結果の検討結果 

(1) 供用による影響（施設の稼働） 

ア 予測結果との比較 

① 二酸化窒素 

供用による影響（施設の稼働）に係る予測結果と，事後調査結果の比較を表 9.1-20 に示す。 
事後調査結果の期間平均値（７日間）は，すべての地点において予測結果の年平均値を下回っ

ていた。また，事後調査結果の日平均値の最高値は，すべての地点において予測結果の日平均値

の年間 98％値を下回っていた。 

表 9.1-20 施設の稼働に係る二酸化窒素の予測結果と事後調査結果の比較 

調査地点 

（図 9.1-1 参照） 

高さ 

予測結果 

（ボイラーの稼働） 

予測結果 

（駐車場の稼働） 
事後調査結果 

環境基準 

仙台市 

環境基本計画

定量目標値年平均値 

日平均値

の年間

98％値

年平均値

日平均値

の年間

98％値

期間 

平均値

（7 日間）

日平均値

の最高値

(m) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) 

1 対象地内 1.5 － － 0.01225 0.026 0.007 0.011 

１時間値の

１日平均値が

0.04～0.06
のゾーン内

または 
それ以下 

１時間値の

１日平均値が

0.04 以下

2 
太白区 

長町一丁目 1.5 － － 0.01202 0.026 0.007 0.010 

3 
太白区 

あすと長町一丁目 
1.5 － － 0.01206 0.026 0.007 0.010 

4 
太白区 

八本松一丁目 
1.5 － － 0.01205 0.026 0.008 0.011 

5 
太白区 

長町二丁目 
1.5 0.01224 0.026 － － 0.007 0.010 
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② 浮遊粒子状物質 

供用による影響（施設の稼働）に係る予測結果と，事後調査結果の比較を表 9.1-21 に示す。ま

た，浮遊粒子状物質の測定期間中（7 日間）における推移を図 9.1-4 に示す。 
事後調査結果の期間平均値（7 日間）は 0.038mg/m3であり，予測結果の年平均値を 0.021 mg/m3

上回った。事後調査結果の日平均値の最高値は 0.054 mg/m3であり，予測結果の日平均値の年間

2％除外値を 0.010 mg/m3上回った。測定期間中（7 日間）における浮遊粒子状物質の推移は，施

設の稼働に係る調査地点，施設関連車両に係る調査地点ともに最寄りの一般環境大気測定局であ

る長町局と同様の傾向であった。 
参考として，仙台市内の一般環境大気測定局における本調査と同一期間の測定値を表 9.1-22 に

示す。これらの測定局の値は，事後調査結果と同様に，予測結果と比べて高いことが確認されて

おり，事後調査結果が予測結果を上回った理由としては，測定期間中の一般環境大気中の浮遊粒

子状物質濃度が高かったことが考えられる。 
 

表 9.1-21 施設の稼働に係る浮遊粒子状物質の予測結果と事後調査結果の比較 

調査地点 
（図 9.1-1 参照） 

予測結果 事後調査結果※2 
 
 

環境基準 
  
 

(mg/m3) 

 

仙台市 
環境基本計画

定量目標値
 

(mg/m3) 

予測※1 
高さ 
(m) 

年平均値 年間 2％ 
除外値 

(mg/m3) 

測定※1 
高さ 
(m) 

期 間

平均値
（mg/m3）

日平均値

の最高値
（mg/m3）(mg/m3) 

1 対象地内 
1.5 0.01705 0.044 

3.0 0.038 0.054 
1 時間値の

1 日平均値が
0.10 以下 

1 時間値の

1 日平均値が

0.10 以下 4.5 0.01704 0.044 

※1 事後調査の試料採取高さは，評価書の現地調査と同様，環境基準の考え方に従い地上からの土砂の巻き上げに
よる影響を排除するため地上 3.0m としている。これに対し，予測高さは人への影響を考慮した 1.5m(1 階高さ)
及び 4.5m（2 階高さ）であり，事後調査の試料採取高さ 3.0m とは異なっている。 
高さの異なる予測結果と事後調査結果を比較することについて，1.5m 高さと 4.5m 高さの予測結果の差は測定機

器の定量下限値（0.001mg/m3）未満であり，仮に 3.0m 高さの予測結果を行っていればこれらと同程度の値になる
と推測される。 

※2 下線は事後調査結果が予測を超過した値を示す。 
 

 

図 9.1-4 浮遊粒子状物質の測定期間中（H27.8/4～8/10）における日平均値の推移 
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表 9.1-22 〔参考〕測定期間中における一般環境大気測定局の観測結果 

調査地点 
対象地からの距離

(km) 
期間平均値 
（mg/m3） 

日平均値の最高値

（mg/m3） 

長町測定局（太白区郡山 6-5-1） 約 1.5km 0.034 0.047 

広瀬測定局（青葉区下愛子字二本松 40） 約 11.2km 0.031 0.047 

岩切測定局（宮城野区岩切字三所南 88-1） 約 9.6km 0.030 0.047 

鶴谷測定局（宮城野区鶴ヶ谷 3-17） 約 7.2km 0.038 0.055 

中山測定局（青葉区中山 6-16-1） 約 8.7km 0.029 0.047 

中野測定局（宮城野区白鳥 1-32-1） 約 8.8km 0.044 0.064 

七郷測定局（若林区荒井字堀添 53-2） 約 5.0km 0.032 0.047 

福室測定局（宮城野区福室 5-16-1） 約 9.4km 0.040 0.059 

山田測定局（太白区山田北前町 36-1） 約 5.6km 0.034 0.050 

七北田測定局（泉区七北田字東裏 90） 約 10.6km 0.032 0.051 

榴岡測定局（宮城野区五輪 1-2-3） 約 3.2km 0.035 0.057 

※平成 27 年 8 月 4 日～8 月 10 日（7 日間）の値 

 
 

イ 調査結果の検討結果 

施設の稼働に係る二酸化窒素の事後調査結果は，予測結果を下回った。一方で浮遊粒子状物質

の事後調査結果は，予測結果を上回った。その理由としては，測定期間中の一般環境大気中の浮

遊粒子状物質濃度が高かったことが考えられる。 
二酸化窒素及び浮遊粒子状物質のいずれについても，環境基準及び仙台市環境基本計画の定量

目標値を下回っており，基準との整合が図られている。 
さらに，環境保全措置として，コージェネレーションシステムの導入による廃熱回収，設備機

器の定期的な点検・整備，駐車場利用者に対する交通誘導による円滑な走行，公共交通機関や徒歩，

自転車での利用促進等により排出ガスの抑制を実施していることから，施設の稼働に係る大気質

への影響は低減されているものと評価する。 
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(2) 供用による影響（資材・製品・人等の運搬・輸送） 

ア 予測結果との比較 

① 二酸化窒素 

供用による影響（資材・製品・人等の運搬・輸送）に係る予測結果と，事後調査結果の比較を

表 9.1-23 に示す。 
事後調査結果の期間平均値（7 日間）は，すべての地点において予測結果の年平均値を下回って

いた。また，事後調査結果の日平均値の最高値は，すべての地点において予測結果の日平均値の

年間 98％値を下回っていた。 

表 9.1-23 施設関連車両の走行に係る二酸化窒素の予測結果と事後調査結果の比較 

調査地点 

（図 9.1-2 参照） 

予測点 

道路 

境界 

高さ 

予測結果 事後調査結果 

環境基準 

仙台市 

環境基本計画

定量目標値年平均値

日平均値

の年間

98％値

期間 

平均値

（7 日間）

日平均値

の最高値

(m) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) 

1 

対象地内 

（県道 273 号仙台名取線 

(広瀬河畔通)） 

下り側 1.5 0.01285 0.027 0.007 0.010 

１時間値の

１日平均値が

0.04～0.06
のゾーン内

または 
それ以下 

１時間値の

１日平均値が

0.04 以下

2 
太白区長町三丁目 

（市道原町広岡(その 2)線） 
上り側 1.5 0.01356 0.028 0.009 0.012 

3 

太白区郡山一丁目 

（県道 273 号仙台名取線 

(あすと長町大通り線)） 

上り側 1.5 0.01299 0.027 0.006 0.009 

4 

太白区八本松一丁目 

（県道 273 号仙台名取線 

(広瀬河畔通)） 

上り側 1.5 0.01397 0.029 0.007 0.010 
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② 浮遊粒子状物質 

供用による影響（資材・製品・人等の運搬・輸送）に係る予測結果と，事後調査結果の比較表

を表 9.1-24 に示す。また，浮遊粒子状物質の測定期間中（7 日間）における推移は図 9.1-4 に示

したとおりである。 
事後調査結果の期間平均値（7 日間）は 0.046mg/m3であり，予測結果の年平均値を 0.029 mg/m3

上回った。事後調査結果の日平均値の最高値は 0.063 mg/m3であり，予測結果の日平均値の年間

2％除外値を 0.019 mg/m3上回った。測定期間中（7 日間）における浮遊粒子状物質の推移は，施

設の稼働に係る調査地点，施設関連車両に係る調査地点ともに最寄りの一般環境大気測定局であ

る長町局と同様の傾向であった。 
事後調査結果が予測結果を上回った理由は前述のとおり，測定期間中の一般環境大気中の浮遊

粒子状物質濃度が高かったことが考えられる。なお，大気質調査と時期は異なるものの，平成 27
年 10 月に実施した交通量調査の結果では，地点 1 が面する県道 273 号仙台名取線(広瀬河畔通)の
交通量は予測に用いた交通量を下回っている。（「9.2 騒音」表 9.2-18 参照） 

 

表 9.1-24 施設関連車両の走行に係る浮遊粒子状物質の予測結果と事後調査結果の比較 

調査地点 
（図 9.1-2 参照） 

予測点 
道路 
境界 

予測結果 事後調査結果※2 
環境基準 

仙台市 
環境基本計画

定量目標値
予測※1 
高さ 

年平均値 
年間 2％ 
除外値 

測定※1

高さ

期 間

平均値

日平均値

の最高値

(m) (mg/m3) (mg/m3) (m) (mg/m3) (mg/m3) (mg/m3) (mg/m3) 

1 

対象地内 
（県道 273 号 
仙台名取線 

(広瀬河畔通)） 

下り側 

1.5 0.01718 0.044 

3.0 0.046 0.063 
1 時間値の

1 日平均値が

0.10 以下 

1 時間値の

1 日平均値が

0.10 以下4.5 0.01716 0.044 

※1 事後調査の試料採取高さは，評価書の現地調査と同様，環境基準の考え方に従い地上からの土砂の巻き上げに
よる影響を排除するため地上 3.0m としている。これに対し，予測高さは人への影響を考慮した 1.5m(1 階高さ)
及び 4.5m（2 階高さ）であり，事後調査の試料採取高さ 3.0m とは異なっている。 
高さの異なる予測結果と事後調査結果を比較することについて，1.5m 高さと 4.5m 高さの予測結果の差は測定機

器の定量下限値（0.001mg/m3）未満であり，仮に 3.0m 高さの予測結果を行っていればこれらと同程度の値になる
と推測される。 

※2 下線は事後調査結果が予測を超過した値を示す。 

 
 

イ 調査結果の検討結果 

施設関連車両の走行に係る二酸化窒素の事後調査結果は，予測結果を下回った。一方で浮遊粒

子状物質の事後調査結果は，予測結果を上回った。その理由としては，一般環境大気中の浮遊粒

子状物質濃度が高かったことが考えられる。 
二酸化窒素及び浮遊粒子状物質のいずれについても，環境基準及び仙台市環境基本計画の定量

目標値を下回っており，基準との整合が図られている。 
さらに，環境保全措置として，交通誘導等による円滑な走行，公共機関や徒歩，自転車での利

用促進等により排出ガスの抑制を実施していることから，施設関連車両の走行に係る大気質への

影響は低減されているものと評価する。 
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(3) 供用に係る資材・製品・人等の運搬・輸送及び施設の稼働による複合的な影響 

ア 予測結果との比較 

① 二酸化窒素 

供用に係る資材・製品・人等の運搬・輸送及び施設の稼働による複合的な影響の予測結果と，

事後調査結果の比較を表 9.1-25 に示す。 
事後調査結果は，期間平均値及び日平均値の最高値ともにすべての地点で複合的な影響に係る

合成予測結果を下回った。 

表 9.1-25 二酸化窒素の合成予測結果と事後調査結果の比較 

調査地点 

（図 9.1-1 参照） 

高さ 

合成予測結果 事後調査結果 

環境基準 

仙台市 

環境基本計画

定量目標値年平均値

日平均値

の年間

98％値

期間 

平均値

（7 日間）

日平均値

の最高値

(m) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) (ppm) 

2 
太白区 

長町一丁目 
1.5 0.01393 0.029 0.007 0.010 

１時間値の

１日平均値が

0.04～0.06
のゾーン内

または 
それ以下 

１時間値の

１日平均値

が 0.04 以下

3 
太白区 

あすと長町一丁目 
1.5 0.01329 0.028 0.007 0.010 

4 
太白区 

八本松一丁目 
1.5 0.01425 0.029 0.008 0.011 
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② 浮遊粒子状物質 

供用に係る資材・製品・人等の運搬・輸送及び施設の稼働による複合的な影響の予測結果と，

事後調査結果の比較を表 9.1-26 に示す。浮遊粒子状物質の調査は機材設置の制約により対象地内

のみで実施しているため合成予測地点と同一ではなく，その位置関係を図 9.1-5 に示す。 
事後調査結果の期間平均値は 0.038 mg/m3であり，合成予測地点 A～C のいずれの予測結果と

比較しても約 0.02 mg/m3上回った。った。また，事後調査結果の日平均値の最高値は 0.054 mg/m3

であり，合成予測地点 A～C の予測結果を 0.01mg/m3上回った。 
事後調査結果が予測結果を上回った理由は前述のとおり，測定期間中の一般環境大気中の浮遊

粒子状物質濃度が高かったことが考えられる。 
 

表 9.1-26 浮遊粒子状物質の合成予測結果と事後調査結果の比較 

合成 
予測地点 

調査地点 

予測結果 事後調査結果※2  

環境基準 

 
(mg/m3) 

 
仙台市 

環境基本計画

定量目標値

(mg/m3) 

予測※1 
高さ 
(m) 

年平均値 
 
(mg/m3) 

年間 2％ 
除外値 

(mg/m3) 

測定※1 
高さ 
(m) 

期 間

平均値

（mg/m3）

日平均値

の最高値

（mg/m3）

－ 1 
－ － － 

3.0 0.038 0.054 

1 時間値の

1 日平均値が

0.10 以下 

1 時間値の

1 日平均値が

0.10 以下

－ － － 

A (2) 
1.5 0.01733 0.044 － － － 

4.5 0.01724 0.044 － － － 

B (3) 
1.5 0.01721 0.044 － － － 

4.5 0.01718 0.044 － － － 

C (4) 
1.5 0.01744 0.044 － － － 

4.5 0.01732 0.044 － － － 

※1 事後調査の試料採取高さは，評価書の現地調査と同様，環境基準の考え方に従い地上からの土砂の巻上

げによる影響を排除するため地上 3.0m としている。これに対し，予測高さは人への影響を考慮した 1.5m(1
階高さ)及び 4.5m（2 階高さ）であり，事後調査の資料採取高さ 3.0m とは異なっている。 

高さの異なる予測結果と事後調査結果を比較することについて，1.5m 高さと 4.5m 高さの予測結果の差

は測定機器の定量下限値（0.001mg/m3）未満であり，仮に 3.0m 高さの予測結果を行っていればこれらと

同程度の値になると推測される。 
※2 下線は事後調査結果が予測を超過した値を示す。 
 

 
イ 調査結果の検討結果 

複合的な影響に係る二酸化窒素の事後調査結果は，期間平均値及び日平均値の最高値ともにす

べての地点で複合的な影響に係る合成予測結果を下回った。 
複合的な影響に係る浮遊粒子状物質の事後調査結果は，合成予測地点 A～C のいずれの予測結

果も上回った。その理由としては，測定期間中の一般環境大気中の浮遊粒子状物質濃度が高かっ

たことが考えられる。 
また，基準との整合については，二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の日平均値の最高値はいずれ

も環境基準及び仙台市環境基本計画の定量目標値を下回っており，基準との整合が図られている。 
さらに，環境保全措置として，コージェネレーションシステムの導入による廃熱回収や設備機

器の定期的な点検・整備，交通誘導等による円滑な走行，公共機関や徒歩，自転車での利用促進

等により排出ガスの抑制を実施していることから，供用に係る資材・製品・人等の運搬・輸送及

び施設の稼働による複合的な大気質への影響は低減されているものと評価する。 
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図 9.1-5 



9.1-22 

(4) 供用による影響（有害物質） 

ア 予測結果との比較 

有害物質（薬品）に係る排気は，陰圧制御及び HEPA フィルターにより適切に処理されていた。

また，放射性物質に係る排気は，陰圧制御及び活性炭フィルターにより適切に処理されていた。

いずれも評価書の計画どおりに実施されており，有害物質を含む排気の院外への影響は小さいと

した評価書の予測と同様の結果であった。 
 

イ 調査結果の検討結果 

事後調査の結果．有害物質（薬品）及び放射性物質に係る排気は適切に処理されており，院外

への影響は小さいとした評価書の予測と同様の結果であったことから，有害物質の使用に伴うに

大気質への影響は回避・低減されているものと評価する。 
 
 
(5) 供用による影響（施設の稼働（病院）：感染性） 

ア 予測結果との比較 

感染性病床に係る排気は，陰圧制御及び HEPA フィルターにより評価書の計画どおりに適切に

処理されており，感染性物質を含む排気の院外への影響は小さいとした評価書の予測と同様の結

果であった。 
 

イ 調査結果の検討結果 

事後調査の結果．感染性病床に係る排気は適切に処理されており，院外への影響は小さいとし

た評価書の予測と同様の結果であったことから，感染性物質による大気質への影響は回避・低減

されているものと評価する。 
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9.2. 騒音 

9.2.1. 環境の状況（施設の稼働及び施設関連車両） 

(1) 調査内容 

騒音の現況調査は，表 9.2-1 に示すとおりとした。 

表 9.2-1 調査内容（騒音） 

調査項目 調査内容 

騒音 
1.施設の稼働に係る騒音レベル
2.施設関連車両に係る騒音レベル 
3.施設の稼働及び施設関連車両の（複合的な影響）に係る騒音レベル

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.2-2 に示すとおりとした。 

表 9.2-2 調査方法（騒音） 

調査項目 調査方法 

1.施設の稼働に係る騒音レベル 「騒音に係る環境基準について」（平成 10年 9月 30日 環
境庁告示第 64 号）及び JIS Z 8731：1999「環境騒音の
表示・測定方法」に準じる測定方法とした。 
測定高さは地上 1.2ｍとした。 2.施設関連車両に係る騒音レベル 

3.施設の稼働及び施設関連車両の走行
（複合的な影響）に係る騒音レベル 

評価書の予測によると施設の稼働及び施設関連車両の寄
与を比較すると施設関連車両の方が大きいことから， 
「2.関係車両に係る騒音レベル」の調査結果を用いた。

 
(3) 調査地点 

施設の稼働に係る調査地点は表 9.2-3 及び図 9.2-1，施設関連車両の走行に係る調査地点は表 
9.2-4 及び図 9.2-2 にそれぞれ示す地点とした。 

表 9.2-3 施設の稼働に係る調査地点（騒音） 

調査項目 番号 調査地点（図 9.2-1 参照）

1.施設の稼働に係る騒音レベル 
1 太白区長町一丁目 
2 太白区あすと長町一丁目 
3 太白区八本松一丁目 

 

表 9.2-4 施設関連車両の走行に係る調査地点（騒音） 

 

(4) 調査期間 

調査時期は，病院の事業活動が定常となる時期とし，表 9.2-5 に示すとおりとした。 

表 9.2-5 調査期間（騒音） 

調査項目 調査期間

1.施設の稼働に係る騒音レベル 

2.施設関連車両の走行に係る騒音レベル 平成 27 年 10 月 14 日(木)12 時～10 月 15 日(金)12 時 
（3.施設の稼働及び施設関連車両の走行 （24 時間連続）

(複合的な影響)に係る騒音レベル） 

調査項目 番号 調査地域 調査地点（図 9.2-2 参照）

2.施設関連車両の走行に係る騒音レベル 1 市道原町広岡（その 2）線 太白区長町三丁目 

（3.施設の稼働及び施設関連車両の走行
2

県道 273 号仙台名取線
(あすと長町大通り線) 

太白区郡山一丁目 

(複合的な影響)に係る騒音レベル）
3

県道 273 号仙台名取線
(広瀬河畔通) 

太白区八本松一丁目 
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図 9.2-1 騒音調査地点 
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騒音・振動・交通量調査地点

（施設関連車両の走行） 

図 9.2-2 



 9.2-4

(5) 調査結果 

ア 施設の稼働に係る騒音レベル 

施設の稼働に係る騒音レベルの調査結果を表 9.2-6 に示す。 
基準との比較では，すべての地点において環境基準以下であった。 
調査時に確認した主な音源は表 9.2-7 に示す。 

表 9.2-6 現地調査結果（施設の稼働に係る騒音） 

調査地点 
（図 9.2-1 参照） 

用途地域
地域

類型 
時間の

区分※

騒音レベル

LAeq（dB）

環境基準

（dB）
備考 

1 太白区長町一丁目 商業地域 C 
昼間 65 65 車線を有する道路

に面する地域 夜間 59 60 

2 太白区あすと長町一丁目 商業地域 C 
昼間 53 60 

一般地域 
夜間 50 50 

3 太白区八本松一丁目 
近  隣

商業地域
C 

昼間 63 70 幹線交通を担う道

路に近接する空間夜間 59 65 

※：時間の区分は，昼間 6:00～22:00，夜間 22:00～翌 6:00 とした。 
 

表 9.2-7 調査時に確認された音源（施設の稼働に係る騒音） 

調査地点 
（図 9.2-1 参照） 

主な音源 

1 太白区長町一丁目 列車走行音，自動車走行音 

2 太白区あすと長町一丁目 
自動車走行音（県道 273 号仙台名取線(あすと長町大通り線），
近隣施設の設備音 

3 太白区八本松一丁目 自動車走行音（県道 273 号仙台名取線(広瀬河畔通)） 
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イ 施設関連車両の走行に係る騒音レベル 

施設関連車両の走行に係る騒音レベルの調査結果を表 9.2-8 に示す。 
基準との比較では，すべての地点において環境基準及び自動車騒音に係る要請限度を下回った。 
調査時に確認した主な音源は表 9.2-9 に示す。 

表 9.2-8 現地調査結果（施設関連車両に係る騒音） 

調査地点 
（図 9.2-2 参照） 

時間の 
区分※1 

騒音レベル LAeq

（dB） 
環境基準※2

（dB） 
要請限度※3

（dB） 

1 
太白区長町三丁目 

（市道 原町広岡(その 2)線） 

昼間 66 70 75 

夜間 60 65 70 

2 
太白区郡山一丁目 

（県道 273 号仙台名取線 
(あすと長町大通り線)） 

昼間 62 70 75 

夜間 59 65 70 

3 
太白区八本松一丁目 

（県道 273 号仙台名取線 
(広瀬河畔通)） 

昼間 66 70 75 

夜間 64 65 70 

※1：時間の区分は，昼間 6:00～22:00，夜間 22:00～翌 6:00 とした。 
※2：環境基準は，「幹線交通を担う道路に近接する空間」の基準を示す。 
※3：要請限度は，「幹線交通を担う道路に近接する区域」の基準を示す。 

 

表 9.2-9 調査時に確認された音源（施設関連車両の走行に係る騒音） 

調査地点 
（図 9.2-2 参照） 

主な音源 

1 
太白区長町三丁目 

（市道 原町広岡(その 2)線） 
自動車走行音 

2 
太白区郡山一丁目 

（県道 273 号仙台名取線 
(あすと長町大通り線)） 

自動車走行音，近隣商業施設の設備音（24 時間稼働）

3 
太白区八本松一丁目 

（県道 273 号仙台名取線 
(広瀬河畔通)） 

自動車走行音 

 
 

ウ 施設の稼働及び施設関連車両の走行（複合的な影響）に係る騒音レベル 

施設の稼働及び施設関連車両の走行（複合的な影響）に係る騒音レベルは，評価書の予測によ

ると施設の稼働及び施設関連車両の寄与を比較すると施設関連車両の方が大きいことから，「イ 

施設関連車両に係る騒音レベル」に示すとおりとした。 
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9.2.2. 事業の実施状況及び対象事業の負荷の状況（施設の稼働及び施設関連車両） 

(1) 調査内容 

評価書の事後調査計画を踏まえ，以下に示すとおりとした。 

 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.2-10 に示すとおりとした。 

表 9.2-10 調査方法（騒音） 

調査事項 調査方法

1.施設関連車両の状況 
（時間帯別・車種別の出入交通量） 

現地調査による。 

2.全体交通量の状況（時間帯別・車種別） 現地調査による。 

3.環境保全措置の実施状況 目視確認，写真撮影，記録類の確認またはヒアリ
ングによる。 

 
(3) 調査地域及び調査地点 

調査地点は，表 9.2-11 に示すとおりとした。施設関連車両の状況は，車両の主要な出入口であ

る市立病院正面口で調査を行った。 

表 9.2-11 調査地点（騒音） 

調査事項 調査地点

1.施設関連車両の状況 市立病院正面口 
2.全体交通量の状況 施設関連車両の走行に係る騒音の調査地点と同じ 3 地点 
3.環境保全措置の実施状況 対象地内 

 
(4) 調査期間 

調査時期は，表 9.2-12 のとおりとした。 

表 9.2-12 調査期間（騒音） 

調査事項 調査期間

1.施設関連車両の状況 平成 27 年 10 月 14 日(木)12 時～10 月 15 日(金)12 時 
2.全体交通量の状況 平成 27 年 10 月 14 日(木)12 時～10 月 15 日(金)12 時 
3.環境保全措置の実施状況 平成 27 年 4 月～平成 28 年 3 月（1 年間） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ 施設関連車両の状況（時間帯別・車種別の出入交通量）

・ 全体交通量の状況（時間帯別・車種別） 
・ 環境保全措置の実施状況 
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(5) 調査結果 

ア 施設関連車両の状況 

市立病院正面口における施設関連車両の時間帯別出入口交通量は，表 9.2-13 に示すとおりであ

る。自動車類の合計は，入場 1,651 台，出場 1,610 台であった。地点 3（県道 273 号仙台名取線(広
瀬河畔通)）の全体交通量に対する出入口交通量の割合は，約 13％となっている。（全体交通量は

次項「イ．全体交通量の状況」を参照） 

表 9.2-13 施設関連車両出入口交通量（市立病院正面口） 

入出場 
区 分 

時間の 
区分※1 

大型車類 小型車類 
二輪車 

自動車類
合計※2 

(二輪車除く)

大型車 
混入率※3大型車 中型車 小型貨物車 乗用車 

(台) (台) (台) (台) (台) (台) (％) 

 昼間 90  0 12 1,449 26 1,551 5.8 

入場 夜間 1  1 2 96 3 100 2.0 

 合計 91 1 14 1,545 29 1,651 5.6 

 昼間 86  0 12 1,408 28 1,506 5.7 

出場 夜間 1  1 1 101 0 104 1.9 

 合計 87 1 13 1,509 28 1,610 5.5 

※1：時間の区分は，昼間 6:00～22:00，夜間 22:00～翌 6:00 とした。 

※2：自動車類合計＝大型車＋中型車＋小型貨物車＋乗用車 

※3：大型車混入率＝（大型車＋中型車）／自動車類合計×100 

 
 

イ 全体交通量の状況 

全体交通量の状況は，表 9.2-14 に示すとおりである。 
自動車類合計では，地点 3（県道 273 号仙台名取線(広瀬河畔通)）が最も多く 25,589 台であり，

次いで地点 1（市道原町広岡(その 2)線）が 20,592 台，地点 2（県道 273 号仙台名取線（あすと長

町大通り線））が 16,803 台であった。 

表 9.2-14 全体交通量 

調査地点 
（図 9.2-2 参照） 

時間の 
区分※1 

大型車類 小型車類 
二輪車 

自動車類

合計※2

（二輪車除く）

大型車 
混入率※3大型車 中型車

小型 
貨物車

乗用車

(台) (台) (台) (台) (台) (台) (％) 

1 
太白区長町一丁目 

（市道原町広岡(その 2)線） 

昼間 364 472 365 17,460 640 18,661 4.5 

夜間 18 42 10 1,861 88 1,931 3.1 

合計 382 514 375 19,321 728 20,592 4.4 

2 
太白区あすと長町一丁目 
（県道 273 号仙台名取線

（あすと長町大通り線）） 

昼間 213 344 240 14,814 327 15,611 3.6 

夜間 10 34 9 1,139 69 1,192 3.7 

合計 223 378 249 15,953 396 16,803 3.6 

3 
太白区八本松一丁目 
（県道 273 号仙台名取線

(広瀬河畔通)） 

昼間 263 384 415 21,989 614 23,051 2.8 

夜間 28 90 23 2,397 94 2,538 4.6 

合計 291 474 438 24,386 708 25,589 3.0 

※1：時間の区分は，昼間 6:00～22:00，夜間 22:00～翌 6:00 とした。 

※2：自動車類合計＝大型車＋中型車＋小型貨物車＋乗用車 

※3：大型車混入率＝（大型車＋中型車）／自動車類合計×100 
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ウ 環境保全措置の実施状況 

供用に係る環境保全措置の実施状況は，表 9.2-15 に示すとおりであった。 
 

表 9.2-15 騒音に係る環境保全措置の実施状況 

供用に係る環境保全措置 実施状況 
利用者等に対し，駐車時におけるアイ

ドリングや，急発進・急加速・空ぶか

し，不要な物品を積載したまま走行を

しない，制限速度を遵守する等，エコ

ドライブに取組み，騒音低減への協力

を促す。 

利用者や施設関係者に対し，ポスター・回覧での啓発

によりエコドライブへの取組みを促している。 

可能な限り，騒音が少ない自動車の導

入・更新に努める。 
現病院への移転にあたり新規に購入した車両はない。

今後の車両購入機会には低公害車や最新規制適合車の

導入を検討する予定である。 

通勤や事業活動における人の移動に

際しては，できるだけ公共交通機関を

活用するとともに，近距離移動に際

し，徒歩や自転車での移動を促進す

る。 

地下鉄南北線長町一丁目駅や路線バス，JR 長町駅への

アクセス性を高めて公共交通機関の利用を推進すると

ともに，敷地内に駐輪場を 3 箇所設ける等，徒歩や自

転車での移動を促進している。 
（※写真は「9.1 大気質」参照） 

荷捌き場などの適切な駐車スペース

を確保する。 
荷捌き場を地下サービスヤードに整備した。 
（※写真は「9.1 大気質」参照） 

供用後の施設関連車両の走行を円滑

にするために案内板等による交通誘

導を実施する。 

案内板や掲示による交通誘導を実施している。また，

正面口や駐車場入口に誘導員を配置している。 
（※写真は「9.1 大気質」参照） 

県道 273 号仙台名取線に面する部分

に，高木及び低木を植栽する計画と

し，騒音を低減する。 

県道 273 号仙台名取線に面する部分にはユリノキなど

の高木及びツツジ類などの低木を植栽し，緑地を含め

た外構により病院本館との間に距離を設け騒音低減を

図った。 
外部動線計画は，公共交通機関を利用

する来院者の動線に配慮し，仙台市営

地下鉄南北線長町一丁目駅からの徒

歩ルート及びJR長町駅から杜の広場

を経由しての徒歩ルートが短くなる

ような計画とした。 

リップルロード長町を経由して地下鉄南北線長町一丁

目駅へ至る北西口の整備，杜の広場を経由して JR 長町

駅に至る南口の整備，ならびに敷地内の歩行者用通路

の整備により，公共交通機関利用者の徒歩ルートの短

縮に努めた。 
（※写真は「9.1 大気質」参照） 

巡回バスの導入を検討しており，大型

バスが敷地内で回転可能なロータリ

ーを設置する計画とした。 

大型バスが敷地内で回転可能なロータリーを設置し，

路線バスを引き込むことにより来院者の公共交通機関

の利用を促進した。 
（※写真は「9.1 大気質」参照） 

設備機器の点検・整備を行う。 設備機器の点検・整備は，設備ごとに頻度を決めて点

検を実施している。 
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9.2.3. 調査結果の検討結果（施設の稼働及び施設関連車両） 

(1) 供用による影響（施設の稼働） 

ア 予測結果との比較 

供用による影響（施設の稼働）に係る予測結果と，事後調査結果の比較を表 9.2-16 に示す。事

後調査結果は予測結果を上回ったが，各調査地点においては周辺の自動車走行音等の寄与が大き

く施設の稼働音は判別できず，実際には供用に係る資材・製品・人等の運搬・輸送及び施設の稼

働による複合的な予測（合成予測）結果と比較すべき値となっていることから，合成予測結果に

ついても比較した。事後調査結果は，いずれの地点においても合成予測結果を下回り，その差は

-9.7dB～-6.6dB であった。 
現地調査時に確認された主要な音源は，地点 1 では列車走行音及び自動車走行音，地点 2 では県

道 273 号仙台名取線（あすと長町大通り線）の自動車走行音及び近隣施設の設備音（室外機等），地

点 3 では県道 273 号仙台名取線（広瀬河畔通）の自動車走行音であった。 

表 9.2-16 施設の稼働に伴う騒音の予測結果, 合成予測結果及び事後調査結果の比較 

調査地点 
／予測地点 

（図 9.2-1 参照） 

合成予測地点 
（図 9.2-3 参照） 

時間※1

の区分

騒音レベル LAeq（dB） 
環境基準
（dB）

備考 予測結果※2 

(施設の稼働)
合成予測
結果 

事後調査
結果 

1 
太白区 

長町一丁目 
A 昼間 42.7 71.6 65 65 車線を有する

道路に面する

地域 （対象地西側） 夜間 41.4 68.7 59 60 

2 
太白区 

あすと長町一丁目 
B 昼間 46.2 60.9 53 60 

一般地域 
（対象地南側） 夜間 43.4 56.8 50 50 

3 
太白区 

八本松一丁目 
C 昼間 44.9 69.9 63 70 幹線交通を担

う道路に近接

する空間 （対象地北東側）夜間 41.1 67.1 59 65 
※1：時間の区分は，昼間 6:00～22:00，夜間 22:00～翌 6:00 とした。 
※2：予測結果は，事後調査結果と比較可能な高さ 1.2m の結果を示す。 
 

 
イ 調査結果の検討結果 

施設の稼動に係る騒音の事後調査結果は，予測結果を上回ったが，その主な要因としては，自

動車走行音を主とするバックグラウンド騒音が考えられる。一方，供用に係る資材・製品・人等

の運搬・輸送及び施設の稼働による複合的な予測（合成予測）結果と比較すると，全ての地点で

合成予測結果を下回っていた。 
また，すべての地点で環境基準を下回っており，基準との整合は図られている。 
さらに，環境保全措置として，設備機器の定期的な点検・整備，駐車場利用者に対する交通誘導

による円滑な走行，公共交通機関や徒歩，自転車での利用促進等により騒音の抑制を実施してい

ることから，施設の稼働に係る騒音の影響は低減されているものと評価する。 
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(2) 供用による影響（資材・製品・人等の運搬・輸送） 

ア 予測結果との比較 

工事による影響（資材・製品・人等の運搬・輸送）に係る予測結果と，事後調査結果の比較表

を表 9.2-17 に示す。 
事後調査結果と評価書の予測結果の差は-8.7dB～2.4dB であった。事後調査結果は，地点 1 及

び地点 3 においてそれぞれ昼夜ともに予測を下回った。地点 2 では予測を上回り，昼間 62dB（＋

1.3dB），夜間 59dB（＋2.4dB）であった。 
地点 2 で予測を上回った理由を検証するため，予測に用いた交通量と事後調査時の交通量を表 

9.2-18 のとおり比較した。その結果，地点 2 における事後調査交通量は予測に用いた交通量より

少ないことから，予測を上回った要因は交通量の増加によるものではないと考えられる。現病院

が位置するあすと長町地区は，評価書の現地調査時（平成 21 年）と比較して土地区画整理事業に

より周辺状況の変化が大きく（「3.事業実施の位置及び区域」参照），これらが騒音レベルに反映し

ている可能性が考えられる。 
  

表 9.2-17 施設関連車両の走行に伴う騒音の予測結果と事後調査結果の比較 

調査地点 
（図 9.2-2 参照） 

時間の 
区分※1 

騒音レベル
LAeq（dB） 環境基準※4

（dB） 
要請限度※5

（dB） 
予測結果※2 事後調査結果※3

1 
太白区長町三丁目 

（市道 原町広岡(その 2)線） 

昼間 71.6 66 70 75 

夜間 68.7 60 65 70 

2 
太白区郡山一丁目 

（県道 273 号仙台名取線 
(あすと長町大通り線)） 

昼間 60.7 62 70 75 

夜間 56.6 59 65 70 

3 
太白区八本松一丁目 

（県道 273 号仙台名取線 
(広瀬河畔通)） 

昼間 69.9 66 70 75 

夜間 67.1 64 65 70 

※1：時間の区分は，昼間 6:00～22:00，夜間 22:00～翌 6:00 とした。 
※2：予測結果は，事後調査結果と同じ 1.2ｍ高さの予測結果を示す。 
※3：下線は事後調査結果が予測を超過した値を示す。 
※4：環境基準は，「幹線交通を担う道路に近接する空間」の基準を示す。 
※5：要請限度は，「幹線交通を担う道路に近接する空間」の基準を示す。 

 

表 9.2-18 予測に用いた交通量と事後調査時の交通量の比較   

調査地点 
（図 9.2-2 参照） 

車種分類

予測に用いた交通量 
事後調査 
交通量 
(台/日) 

将来基礎
交 通 量 

① 
(台/日) 

施設関連
車両台数 

② 
(台/日) 

将 来
交通量 
①+② 
(台/日)  

1 
太白区長町三丁目 

（市道原町広岡(その 2)線） 

大型車類 745 22 767 896 
小型車類 23,138 724 23,862 19,696 
二輪車 1,199 18 1,217 728 

2 
太白区郡山一丁目 

（県道 273 号仙台名取線 
（あすと長町大通り線）） 

大型車類 1,718 22 1,740 601 
小型車類 22,787 266 23,053 16,202 
二輪車 573 10 583 396 

3 
太白区八本松一丁目 

（県道 273 号仙台名取線 
(広瀬河畔通)） 

大型車類 1,349 22 1,371 765 
小型車類 24,320 2,082 26,402 24,824 
二輪車 1,106 60 1,166 708 
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イ 調査結果の検討結果 

施設関連車両の走行に係る騒音の事後調査結果は，地点 2 において予測結果を上回った。予測

条件と比較して交通量は増加しておらず，その主な要因としては，現病院周辺の状況の変化によ

ってバックグラウンド騒音が高くなっていることが考えられる。 
ただし，すべての地点で環境基準を下回っており，基準との整合は図られている。 

さらに，環境保全措置として，交通誘導による円滑な走行，公共交通機関や徒歩，自転車での利

用促進等により騒音の抑制を実施していることから，施設関連車両に係る騒音の影響は低減され

ているものと評価する。 
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(3) 供用に係る資材・製品・人等の運搬・輸送及び施設の稼働による複合的な影響 

ア 予測結果との比較 

供用に係る資材・製品・人等の運搬・輸送及び施設の稼働による複合的な影響の予測結果と，

事後調査結果の比較表を表 9.2-19 に示す。なお，評価書の合成予測の地点は図 9.2-3 に示すとお

りである。 
事後調査結果と評価書の予測結果の差は-8.7dB～2.2dB であった。事後調査結果は，地点 1 及

び地点 3 においてそれぞれ昼夜ともに予測を下回った。地点 2 では予測を上回り，昼間 62dB（＋

1.1dB），夜間 59dB（＋2.2dB）であった。これについては，現病院の位置するあすと長町地区の

周辺状況の変化が影響している可能性が考えられる。 

表 9.2-19 合成予測結果と事後調査結果の比較 

合成予測地点 
（図 9.2-3 参照）

調査地点 
（図 9.2-2 参照） 

時間の 
区分※1 

騒音レベル
LAeq（dB） 環境基準※4

（dB） 
要請限度※5

（dB） 
予測結果※2 事後調査結果※3

A 
1 太白区長町三丁目 

（市道 原町広岡(その 2)線）

昼間 71.6 66 70 75 

（対象地西側） 夜間 68.7 60 65 70 

B 2 太白区郡山一丁目 
（県道 273 号仙台名取線 
(あすと長町大通り線)） 

昼間 60.9 62 70 75 

（対象地南側） 夜間 56.8 59 65 70 

C  3 太白区八本松一丁目 
（県道 273 号仙台名取線 

(広瀬河畔通)） 

昼間 69.9 66 70 75 

（対象地北東側） 夜間 67.1 64 65 70 

※1：時間の区分は，昼間 6:00～22:00，夜間 22:00～翌 6:00 とした。 
※2：予測結果は，事後調査結果と同じ 1.2ｍ高さの予測結果を示す。 
※3：下線は事後調査結果が予測を超過した値を示す。 
※4：環境基準は，「幹線交通を担う道路に近接する空間」の基準を示す。 
※5：要請限度は，「幹線交通を担う道路に近接する空間」の基準を示す。 
 

 
イ 調査結果の検討結果 

事後調査結果と評価書の予測結果との差は-8.7dB～2.2dB であった。事後調査結果は，地点 1
及び地点 3 においてそれぞれ昼夜ともに予測を下回った。地点 2 では予測を上回り，昼間 62dB
（＋1.1dB），夜間 59dB（＋2.2dB）であった。これについては，現病院の位置するあすと長町地

区の周辺状況の変化が影響している可能性が考えられる。 
基準との整合については，すべての地点で騒音に係る環境基準及び自動車騒音に係る要請限度

を下回っていることから，「騒音に係る環境基準について」及び「騒音規制法第 17 条の規定に基

づく指定地域内における自動車騒音の限度を定める省令」との整合は図られている。 

さらに，環境保全措置として，設備機器の定期的な点検・整備を行うとともに，交通誘導による

円滑な走行，公共交通機関や徒歩，自転車での利用促進等により騒音の抑制を実施していること

から，供用に係る資材・製品・人等の運搬・輸送及び施設の稼働による複合的な影響は低減され

ているものと評価する。  
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図 9.2-3

※合成予測結果は，施設の稼働に係る予測地点（図中●）の値と資材・製品・人等の

運搬・輸送に係る予測地点（図中▲）の値との合成値である。 
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9.2.4. 環境の状況（ヘリポートの稼働） 

(1) 調査内容 

ヘリポートの稼働に係る騒音の現況調査は，表 9.2-20 に示すとおりとした。 

表 9.2-20 調査内容（ヘリポートの稼働） 

調査項目 調査内容 

騒音 
1.ヘリコプターに係る騒音レベル（LAmax，Lden）
2.環境騒音（LAeq） 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.2-21 に示すとおりとした。 

表 9.2-21 調査方法（ヘリポートの稼働） 

調査項目 調査方法 

1.ヘリコプターに係る騒音レベル 「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年 9 月 30 日 環境庁告
示第 64 号）及び JIS Z 8731：1999「環境騒音の表示・測定方法」
に準じる測定方法とした。 
測定高さは測定面上 1.2ｍとした。 

2.環境騒音 

 
(3) 調査地点 

調査地点は，事後調査計画に基づき表 9.2-22 及び図 9.2-4 に示す地点とした。 

表 9.2-22 調査地点（ヘリポートの稼働） 

調査項目 
地点
番号 

調査地点 
（図 9.2-4 参照）

調査地点の概要 測定面 
調査高さ

（推定）※

 1 若林区若林二丁目
飛行ルート及び計画地に近接する
計画地北側の代表的な住宅地。

地表面 1.2m 

1.ヘリコプターに
係る騒音レベル 

2 若林区若林四丁目
飛行ルートに近接する配慮が特

に必要な施設として若林小学校。

4 階高さ 
(3 階建屋上)

13.2m 

2.環境騒音 3 
太白区 

あすと長町一丁目

飛行ルート及び計画地に近接し，

今後，商業施設の立地が想定され

る地区。 

13 階高さ 
(12 階建屋上)

49.2m 

 4 
太白区 

八本松二丁目 

飛行ルート及び計画地に近接する

計画地東側の代表的な住宅地で

あり，配慮が特に必要な施設である

宮城県立聴覚支援学校。 

4 階高さ 
(3 階建屋上)

13.2m 

 5 太白区長町二丁目 計画地北側の代表的な住宅地。 地表面 1.2m 

 ※調査高さは，{(階数-1)×4m}+1.2 m として推定した。 
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(4) 調査期間 

調査はヘリコプターの飛行訓練に合せて実施し，表 9.2-23 に示すとおりとした。また，ヘリコ

プターの飛行状況の詳細を表 9.2-24 に示した。 

表 9.2-23 調査期間（ヘリポートの稼働） 

調査項目 調査期間 

1.ヘリコプターに係る騒音レベル(LAmax，Lden) 
平成 27 年 12 月 9 日(水)

ヘリコプター訓練時間：10 時 7 分～10 時 34 分

2.環境騒音(LAeq) 平成 27 年 12 月 9 日(水)10 時～12 月 10 日(木)10 時

 

表 9.2-24 ヘリコプター飛行確認時刻 

飛行状況 確認時刻 

初認（～周辺飛行） 
平成27年12月9日 

10:07:35 

1 回目 

着陸 10:11:55 

離陸 10:12:45 

周辺飛行 10:12:45 ～ 10:15:00 

2 回目 

着陸 10:15:00 

離陸 10:15:30 

周辺飛行 10:15:30 ～ 10:17:50 

3 回目 
機長交代 

着陸 10:17:50 

離陸 10:23:35 

市内西部飛行 10:23:35 ～ 10:30:40 

4 回目 

着陸 10:30:40 

離陸 10:33:30 

空港へ戻る（飛行） 10:33:30 ～ 10:34:40 

※飛行状況の確認は，仙台市立病院南側に隣接した公園（杜の広場）から行った。 
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 図 9.2-4
ヘリコプター騒音調査地点
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(5) 調査結果 

ア ヘリコプターに係る騒音レベル 

ヘリコプターの飛行状況を表 9.2-25 のように区分し，区分ごとの騒音レベルの最大値について

表 9.2-26 に示した。また，時間帯補正等価騒音レベルを表 9.2-27 に示した。 
時間帯補正等価騒音レベルは 48.5dB～54.2dB となり，すべての地点において「航空機騒音に

係る環境基準」を下回っていた。 

表 9.2-25 ヘリコプター飛行状況の区分 

記号 飛行状況 

a 初認～1回目着陸 周辺飛行 
b 1回目着陸～1回目離陸 待機 
c 1回目離陸～2回目着陸 周辺飛行 
d 2回目着陸～2回目離陸 待機 
e 2回目離陸～3回目着陸 周辺飛行 
f 3回目着陸～3回目離陸 待機（機長交代） 
g 3回目離陸～4回目着陸 周辺飛行(市内西部飛行) 
h 4回目着陸～4回目離陸 待機 
i 4回目離陸～空港へ戻る 飛行 

 

表 9.2-26 現地調査結果（ヘリコプター騒音） 

記号 飛行状況 

騒音レベル（LAmax） (dB) 

地点1 地点2 地点3 地点4 地点5 
(1.2m) (13.2m) (49.2m) (13.2m) (1.2m) 

a 周辺飛行 87.2 84.0 87.4 77.5 77.4 

b 待機 71.3 70.9 85.1 72.3 61.0 

c 周辺飛行 88.5 78.9 88.1 81.1 75.3 

d 待機 72.1 69.4 84.2 66.2 64.5 

e 周辺飛行 88.5 78.4 87.6 79.4 76.0 

f 待機（機長交代） 69.8 67.0 83.7 69.6 64.7 

g 周辺飛行(市内西部飛行) 88.6 75.2 89.1 83.6 81.0 

h 待機 70.9 65.7 81.3 67.0  77.4※ 

i 周辺飛行 72.7 70.9 84.0 71.6 82.9 

※地点5におけるhの時間帯では，公園利用者の声が卓越していた。 

 

表 9.2-27 時間帯補正等価騒音レベル 

時間帯補正等価騒音レベル（Lden） (dB) 環境基準(dB)※ 

地点1 地点2 地点3 地点4 地点5 
Ⅰ類型 Ⅱ類型

(1.2m) (13.2m) (49.2m) (13.2m) (1.2m) 

54.2 49.6 54.7 49.2 48.5 57 62 

    ※Ⅰ：専ら住居の用に供される地域 

Ⅱ：I以外の地域であって通常の生活を保全する必要がある地域 
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イ 環境騒音 

ヘリコプター飛行訓練日における各調査地点での等価騒音レベルの調査結果を表 9.2-28 に示

す。また，各地点における主な騒音源を表 9.2-29 に示す。 
基準との比較では，地点 1 の昼間・夜間，地点 3 の昼間・夜間及び地点 4 の夜間において環境

基準を上回った。その他については環境基準を下回った。 
地点 1 及び地点 3 の昼間の環境基準の超過については，ヘリコプターの訓練が影響したと考え

られる。ただし，訓練飛行は 10 時台に離着陸を 4 回，27 分間にわたって実施しており，実際の

緊急搬送時は数分間の飛行となると考えられ，等価騒音レベルもより低くなると考えられる。 
 

表 9.2-28 現地調査結果（環境騒音） 

調査地点 
（図 9.2-4 参照） 

用途地域 
時間の
区分※1 

等価騒音レベル
（LAeq）※2（dB）

環境基準 
（dB） 

備考 

1 
若林区若林二丁目 

（1.2m） 
第二種住居地域 

昼間 56 55 
B 類型

夜間 47 45 

2 
若林区若林四丁目 

（13.2m） 
準工業地域 

昼間 53 60 
C 類型

夜間 49 50 

3 
太白区あすと長町一丁目 

（49.2m） 
商業地域 

昼間 63 60 
C 類型

夜間 59 50 

4 
太白区郡山三丁目 

（13.2m） 
第二種住居地域 

昼間 54 55 
B 類型

夜間 46 45 

5 
太白区長町二丁目 

（1.2m） 
第二種住居地域 

昼間 54 55 
B 類型

夜間 41 45 
※1：時間の区分は，昼間 6:00～22:00，夜間 22:00～翌 6:00 とした。 
※2：下線は環境基準を超過した値を示す。 

 

表 9.2-29 調査時に確認された音源（環境騒音） 

調査地点 
（図 9.2-4 参照） 

主な騒音源 

1 
若林区若林二丁目 

（1.2m） 
ヘリコプター飛行音、救急車サイレン、鳥の声、電車通過音 

2 
若林区若林四丁目 

（13.2m） 
ヘリコプター飛行音、救急車サイレン、鳥の声 

3 
太白区あすと長町一丁目 

（49.2m） 
ヘリコプター飛行音、近隣施設の設備稼働音 

4 
太白区郡山三丁目 

（13.2m） 
ヘリコプター飛行音、救急車サイレン、鳥の声 

5 
太白区長町二丁目 

（1.2m） 
ヘリコプター飛行音、人の声 
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9.2.5. 事業の実施状況及び対象事業の負荷の状況（ヘリポートの稼働） 

(1) 調査内容 

評価書の事後調査計画を踏まえ，以下に示すとおりとした。 

 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.2-30 に示すとおりとした。 

 表 9.2-30  調査方法（ヘリポートの稼働） 

調査事項 調査方法

1.ヘリポートの稼働状況 運航記録の確認による。 
2.環境保全措置の実施状況 記録類の確認及びヒアリングによる。

 
(3) 調査地域及び調査地点 

調査地点は，表 9.2-31 に示すとおりとした。 

表 9.2-31 調査地点（ヘリポートの稼働） 

調査事項 調査地点

1.ヘリポートの稼働状況 
対象地及びその周辺 

2.環境保全措置の実施状況 

 
(4) 調査期間 

調査時期は，表 9.2-32 のとおりとした。 

表 9.2-32 調査期間（ヘリポートの稼働） 

調査事項 調査期間

1.ヘリポートの稼働状況 平成 27 年 4 月～平成 28 年 3 月（1 年間） 
2.環境保全措置の実施状況 平成 27 年 4 月～平成 28 年 3 月（1 年間） 

 
 

  

・ ヘリポートの稼働状況 
・ 環境保全措置の実施状況 
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(5) 調査結果 

ア ヘリポートの稼働状況 

平成 27年度の受け入れ実績は表 9.2-33に示すとおりであり，年間で 7件の搬送実績があった。

なお，いずれもの事例も仙台市消防局により現場から直接搬送されている。 
搬送の受け入れ以外でのヘリポートの利用としては，ヘリポート受け入れ等の訓練があり，平

成 26 年度は開院前後を中心に 4 回，平成 27 年度には 2 回の訓練を実施している。訓練を加えた

平成 27 年度の飛行回数実績は 9 回/年であり，評価書の想定利用回数 24 回／年より少なかった。 

表 9.2-33 ヘリコプターによる搬送実績（平成 27年 4 月～平成 28 年 3 月） 

年 月 搬送件数 搬送元(現場) 評価書の想定利用回数

平成 27 年 

4 月 0 件 ― 

 

5 月 2 件 泉区福岡 
6 月 1 件 青葉区作並 
7 月 2 件 青葉区荒巻，川崎町

8 月 0 件 ― 
9 月 0 件 ― 

10 月 0 件 ― 
11 月 0 件 ― 
12 月 1 件 福島県新地町 

平成 28 年 
1 月 0 件 ― 
2 月 1 件 太白区秋保町 
3 月 0 件 ― 

合計搬送回数 7 回 
24 回／年 

訓練回数 2 回（仙台空港発着）

 
 

イ 環境保全措置の実施状況 

供用に係るの環境保全措置の実施状況は，表 9.2-34 に示すとおりであった。 

表 9.2-34 ヘリポートの稼働に係る環境保全措置の実施状況 

供用に係る環境保全措置 実施状況 
ヘリポート上での待機時間（ホバリン

グ）の短縮に務める。 
ヘリポート上での待機時間の短縮，飛行ルートや飛

行勾配の選択，及びヘリコプターの点検整備による

近隣への騒音配慮について，訓練時等を通じて仙台

市消防局等のヘリコプター運航事業者との調整を行

っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 9.2-1 ヘリコプター飛行訓練 (H27.12.9 撮影) 

離着陸は，ヘリコプターが安全に離着陸

できる範囲内で，適切な飛行ルート，飛

行勾配を選択し，保全対象との離隔を確

保し，保全対象の騒音の低減に努める。 

飛行ルートは，ヘリコプターが安全に飛

行できる範囲内で，住居，学校，病院等

の建物から離れたルート（例えば，広瀬

川上空等）を飛行し，保全対象の騒音の

軽減に努める。 

ヘリコプターの点検整備を十分に行う。 
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9.2.6. 調査結果の検討結果（ヘリポートの稼働） 

(1) 供用による影響（ヘリポートの稼働） 

ア 予測結果との比較 

供用による影響（ヘリポートの稼働）に係る予測結果と，事後調査結果の比較を表 9.2-35 及び

表 9.2-36 に示す。 
事後調査結果と評価書の予測結果の差は，飛行時の最大騒音レベルでは-1.9dB～8.9dBであり，

地点３を除いた 4 つの地点で予測を上回った。一方，待機時の最大騒音レベルの差は-9.9dB～

-1.9dB であり，すべての地点で予測を下回った。また，時間帯補正等価騒音レベルについては，予

測結果と事後調査結果の差は-1.3dB～8.5dB となり，地点 3 を除いた 4 つの地点で予測を上回っ

た。 
今回の飛行訓練時は，ヘリコプターの操縦者に騒音調査地点をあらかじめ伝えており，調査地点

上空を意図的に飛行した。そのため，飛行時の最大騒音レベルは予測より大きくなったものと考え

られる。とくに，予測との差が 8.9dB と大きかった地点 5 は，予測時は想定飛行ルートから最も離

れていたため，調査で直上を通過した場合との差が大きくなったものと考えられる。時間帯補正等

価騒音レベルについても，同様の理由から予測との差が大きくなったものと考えられる。 
 

 

表 9.2-35 最大騒音レベル（LAmax）予測結果と事後調査結果の比較 

調査地点 
（図 9.2-4 参照） 

飛行時の最大騒音レベル 
（LAmax）（dB） 

待機時(ﾎﾊﾞﾘﾝｸﾞ)の最大騒音レベル

（LAmax）（dB） 
予測結果※1 事後調査結果※2 予測結果※1 事後調査結果 

1 
若林区若林二丁目 

（1.2m） 
84 88.6 82 72.1 

2 
若林区若林四丁目 

（13.2m） 
81 84.0 76 70.9 

3 
太白区あすと長町一丁目 

（49.2m）※3 
91 89.1 87 85.1 

4 
太白区郡山三丁目 

（13.2m）※3 
81 83.6 78 72.3 

5 
太白区長町二丁目 

（1.2m） 
74 82.9 83 77.4 

  ※1：予測結果は，事後調査結果と比較可能な予測高さでの結果を示す。 
※2：下線は事後調査結果が予測を超過した値を示す。 
※3：地点 3 の予測高さは 45.0m，地点 4 の予測高さは 9.2m である。 

 
 

  



 9.2-22

表 9.2-36 時間帯補正等価騒音レベル（Lden）予測結果と事後調査結果の比較 

調査地点 
（図 9.2-4 参照） 

時間帯補正等価騒音レベル 
（Lden）（dB） 

環境基準（dB） 

予測結果※1 事後調査結果※2 Ⅰ類型 Ⅱ類型 

1 
若林区若林二丁目 

（1.2m） 
50 54.2 

57 62 

2 
若林区若林四丁目 

（13.2m） 
46 49.6 

3 
太白区あすと長町一丁目 

（49.2m）※3 
56 54.7 

4 
太白区郡山三丁目 

（13.2m）※3 
47 49.2 

5 
太白区長町二丁目 

（1.2m） 
40 48.5 

  ※1：予測結果は，事後調査結果と比較可能な予測高さでの結果を示す。 
※2：下線は事後調査結果が予測を超過した値を示す。 
※3：地点 3 の予測高さは 45.0m，地点 4 の予測高さは 9.2m である。 

 
 

イ 調査結果の検討結果 

施設の稼動（ヘリポート）に係る騒音の事後調査結果は，飛行時の最大騒音レベル，時間帯補

正騒音レベルにおいて，地点 3 を除いた 4 つの地点で予測を上回った。このことは，今回の飛行

訓練では調査地点の直上を意図的に飛行したことから，飛行時の最大騒音レベルは予測より大きく

なったものと考えられる。実際の搬送時の飛行ルートは，事故現場の方角や気象条件等により，そ

れぞれ異なるルートを選択するものと予想される。 
一方，待機時の最大騒音レベルは，全ての地点で予測を下回った。また，すべての地点において，

航空機騒音に係る環境基準を下回った。 
また，ヘリポートの稼動状況は評価書時の想定利用回数に比べて少なく，環境保全措置として，

ヘリポート上の待機時間の短縮，ヘリコプターの点検整備及び可能な限りの適切な飛行ルート・

飛行勾配の選択について，訓練時等を通じてヘリコプターの運航業者との調整を行っていること

から，ヘリポートの稼働に係る騒音の影響は実行可能な範囲で低減が図られているものと評価す

る。 
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9.3. 振動 

9.3.1. 環境の状況 

(1) 調査内容 

振動の現況調査は，表 9.3-1 に示すとおりとした。 

表 9.3-1 調査内容（振動） 

調査項目 調査内容 

振動 1.施設関連車両に係る振動レベル 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.3-2 に示すとおりとした。 

表 9.3-2 調査方法（振動） 

調査項目 調査方法 

1.施設関連車両に係る
振動レベル 

「振動規制法施行規則」(昭和 51 年 11 月
10 日 総理府令第 58 号)別表第二備考 4
及び 7 に規定される方法とした。 

JIS Z 8735「振動レベル測定方
法」の規定に基づく方法とした。
測定高さは地表面とした。 

 
(3) 調査地点 

調査地点は，施設関連車両の走行の影響が想定される地点とし，表 9.3-3 及び図 9.2-2（「9.2 騒

音」参照）に示す地点とした。 

表 9.3-3 施設関連車両に係る調査地点（振動） 

 
(4) 調査期間 

調査時期は，病院の事業活動が定常となる時期とし，環境影響評価における現地調査の時期と

合わせて表 9.3-4 に示すとおりとした。 

表 9.3-4 調査期間（振動） 

調査項目 調査期間 

1.施設関連車両に係る振動レベル 
平成 27 年 10 月 14 日(木)12 時～10 月 15 日(金)12 時 

（24 時間連続） 

 
 
 
 
  

調査項目 地点番号 調査地域 
調査地点

（図 9.2-2 参照） 

1.施設関連車両に係る
振動レベル 

1 市道原町広岡（その 2）線 太白区長町三丁目 

2 
県道 273 号仙台名取線
(あすと長町大通り線) 

太白区郡山一丁目 

3 
県道 273 号仙台名取線

(広瀬河畔通) 
太白区八本松一丁目 
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(5) 調査結果 

ア 施設関連車両に係る振動レベル 

施設関連車両に係る振動レベルの調査結果を表 9.3-5 に示す。 
基準との比較では，すべての地点において，昼間・夜間いずれの時間区分においても道路交通

振動の要請限度を下回っていた。 
現地で確認された振動源は，各地点とも自動車のみであった。 

表 9.3-5 現地調査結果（施設関連車両に係る振動） 

調査地点 
（図 9.2-2 参照） 

振動レベル L10（dB） 要請限度※2

（dB） 時間区分別※1 1 時間値の最大値

1 
太白区長町三丁目 

（市道 原町広岡(その 2)線） 

昼間 38 39.4 70 

夜間 32 38.7 65 

2 
太白区郡山一丁目 

（県道 273 号仙台名取線 
(あすと長町大通り線)） 

昼間 42 42.4 70 

夜間 33 43.1 65 

3 
太白区八本松一丁目 

（県道 273 号仙台名取線 
(広瀬河畔通)） 

昼間 40 40.4 70 

夜間 37 40.0 65 

※1：時間の区分は，昼間 8:00～19:00，夜間 19:00～8:00 とした。 
※2：要請限度は，道路交通振動に係る要請限度（第二種区域）を示す。 
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9.3.2. 事業の実施状況及び対象事業の負荷の状況 

(1) 調査内容 

評価書における事後調査計画を踏まえ，以下に示すとおりとした。 

 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.3-6 に示すとおりとした。 

表 9.3-6 調査方法（振動） 

調査事項 調査方法

1.施設関連車両の状況 
（時間帯別・車種別の出入交通量） 

現地調査による。 

2.全体交通量の状況（時間帯別・車種別） 現地調査による。 

3.環境保全措置の実施状況 目視確認，写真撮影，記録類の確認及びヒアリング
による。 

 
 

(3) 調査地域及び調査地点 

調査地点は，表 9.3-7 に示すとおりとした。 

表 9.3-7 調査地点（振動） 

調査事項 調査地点

1.施設関連車両の状況 市立病院正面口 
2.全体交通量の状況 施設関連車両に係る騒音・振動調査地点と同じ 3 地点 
3.環境保全措置の実施状況 事業地及びその周辺 

 
 

(4) 調査期間 

調査時期は，表 9.3-8 のとおりとした。 

表 9.3-8 調査期間（振動） 

調査事項 調査期間

1.施設関連車両の状況 
平成 27 年 10 月 14 日(木)12 時～10 月 15 日(金)12 時 

（24 時間） 

2.全体交通量の状況 
平成 27 年 10 月 14 日(木)12 時～10 月 15 日(金)12 時 

（24 時間） 

3.環境保全措置の実施状況 
平成 27 年 4 月～平成 28 年 3 月 

（1 年間） 

 
 

 
 
 
 
  

  

・ 施設関連車両の状況（時間帯別・車種別の出入交通量）

・ 全体交通量の状況（時間帯別・車種別） 
・ 環境保全措置の実施状況 
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(5) 調査結果 

 
ア 施設関連車両の状況 

施設関連車両の状況は，「9.2 騒音」に示したとおりである。 
 

イ 全体交通量の状況 

全体交通量の状況は，「9.2 騒音」に示したとおりである。 
 

ウ 環境保全措置の実施状況 

供用に係る環境保全措置の実施状況は，表 9.3-9 に示すとおりであった。 
 

表 9.3-9 振動に係る環境保全措置の実施状況 

供用に係る環境保全措置 実施状況 
利用者等に対し，駐車時におけるアイ

ドリングや，急発進・急加速・空ぶか

し，不要な物品を積載したまま走行を

しない等，エコドライブに取組み，振

動低減への協力を促す。 

利用者や施設関係者に対し，ポスター・回覧での啓発

によりエコドライブへの取組みを促している。 

可能な限り，振動が少ない自動車の導

入・更新に努める。 
現病院への移転にあたり新規に購入した車両はない。

今後の車両購入機会には低公害車や最新規制適合車

の導入を検討する予定である。 
通勤や事業活動における人の移動に際

しては，できるだけ公共交通機関を活

用するとともに，近距離移動に際し，

徒歩や自転車での移動を促進する。 

地下鉄南北線長町一丁目駅や路線バス，JR 長町駅へ

のアクセス性を高めて公共交通機関の利用を推進す

るとともに，敷地内に駐輪場を 3 箇所設ける等，徒歩

や自転車での移動を促進している。 
（※写真は「9.1 大気質」参照） 

荷捌き場などの適切な駐車スペースを

確保する。 
荷捌き場を地下サービスヤードに整備した。 
（※写真は「9.1 大気質」参照） 

供用後の施設関連車両の走行を円滑に

するために案内板等による交通誘導を

実施する。 

案内板や掲示による交通誘導を実施している。また，

正面口や駐車場入口に誘導員を配置している。 
（※写真は「9.1 大気質」参照） 

外部動線計画は，公共交通機関を利用

する来院者の動線に配慮し，仙台市営

地下鉄南北線長町一丁目駅からの徒歩

ルート及び JR 長町駅から杜の広場を

経由しての徒歩ルートが短くなるよう

な計画とした。 

リップルロード長町を経由して地下鉄南北線長町一

丁目駅へ至る北西口の整備，杜の広場を経由して JR
長町駅に至る南口の整備，ならびに敷地内の歩行者用

通路の整備により，公共交通機関利用者の徒歩ルート

の短縮に努めた。 
（※写真は「9.1 大気質」参照） 

巡回バスの導入を検討しており，大型

バスが敷地内で回転可能なロータリー

を設置する計画とした。 

大型バスが敷地内で回転可能なロータリーを設置し，

路線バスを引き込むことにより来院者の公共交通機

関の利用を促進した。 
（※写真は「9.1 大気質」参照） 
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9.3.3. 調査結果の検討結果 

(1) 供用による影響 

ア 予測結果との比較 

供用による影響に係る予測結果と，事後調査結果の比較表を表 9.3-10 に示す。 
事後調査結果と評価書の予測結果の差は-5.4dB～-0.8dB であり，すべての地点で予測を下回っ

た。 

表 9.3-10 施設関連車両の走行に伴う振動の予測結果と事後調査結果の比較 

調査地点 
（図 9.2-2 参照） 

予測結果※1 事後調査結果※1 
 

要請限度※2

（dB） 
予 測 
時間帯 

振動レベル

予測値 
L10 

（dB） 

1 時間値が 
最大となった

時間帯 

振動レベル

L10 

（dB） 

1 
太白区長町三丁目 

（市道 原町広岡(その 2)線） 
8 時～9 時 40.2 9 時～10 時 39.4 70 

2 
太白区郡山一丁目 

（県道 273 号仙台名取線 
(あすと長町大通り線)） 

11 時～12 時 45.7 7 時～8 時 43.1 65 

3 
太白区八本松一丁目 

（県道 273 号仙台名取線 
(広瀬河畔通)） 

9 時～10 時 45.8 9 時～10 時 40.4 70 

※1：各地点において，振動レベルの 1 時間値が最大となる時間帯における予測結果及び調査結果を示す。 
※2：要請限度は，道路交通振動に係る要請限度を示す。8 時～19 時は昼間区分，19 時～8 時は夜間区分とした。 

 
イ 調査結果の検討結果 

事後調査結果は，すべての地点で予測を下回った。また，すべての地点で道路交通振動に係る

要請限度を下回っており，基準との整合は図られている。さらに，調査結果は振動感覚閾値とさ

れる 55dB を下回ることから，施設関連車両の走行による振動の影響は極めて小さいと評価され

る。 
さらに，環境保全措置として，交通誘導による円滑な走行，公共交通機関や徒歩，自転車での

利用促進等により振動の抑制を実施していることから，施設関連車両に係る振動の影響は低減さ

れているものと評価する。 
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9.4. 低周波音 

9.4.1. 環境の状況 

(1) 調査内容 

ヘリポートの稼働に係る低周波音の現況調査は，表 9.4-1 に示すとおりとした。 

表 9.4-1 調査内容（低周波音） 

調査項目 調査内容 

低周波音 1.ヘリコプターに係る低周波音圧レベル 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.4-2 に示すとおりとした。 

表 9.4-2 調査方法（低周波音） 

調査項目 調査方法 

1.ヘリコプターに係る低周波音圧レベル 
「低周波音の測定方法に関するマニュアル」（平成 12 年
10 月 環境庁）に準じる測定方法とした。 
測定高さは測定面上 1.2ｍとした。 

 
(3) 調査地点 

調査地点は，事後調査計画に基づき表 9.4-3 及び図 9.4-1 に示す地点とした。 

表 9.4-3 調査地点（低周波音） 

調査項目 
地点
番号 

調査地点 
（図 9.4-1 参照） 

調査地点の概要 測定面 
調査高さ

（推定）※

 1 若林区若林二丁目 
飛行ルート及び計画地に近接する
計画地北側の代表的な住宅地。

地表面 1.2m 

1.ヘリコプターに
係る低周波音圧
レベル 

2 若林区若林四丁目 
飛行ルートに近接する配慮が特

に必要な施設として若林小学校。

4 階高さ 
(3 階建屋上) 

13.2m 

2.環境低周波音 3 
太白区 

あすと長町一丁目 

飛行ルート及び計画地に近接し，

今後，商業施設の立地が想定され

る地区。 

13 階高さ 
(12 階建屋上)

49.2m 

 4 
太白区 

八本松二丁目 

飛行ルート及び計画地に近接する

計画地東側の代表的な住宅地で

あり，配慮が特に必要な施設である

宮城県立聴覚支援学校。 

4 階高さ 
(3 階建屋上) 

13.2m 

 5 太白区長町二丁目 計画地北側の代表的な住宅地。 地表面 1.2m 

 ※調査高さは，{(階数-1)×4m}+1.2 m として推定した。 
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(4) 調査期間 

調査はヘリコプターの飛行訓練に合せて実施し，表 9.4-4 に示すとおりとした。また，ヘリコ

プターの飛行状況の詳細を表 9.4-5 に示した。 

表 9.4-4 調査期間（低周波音） 

調査項目 調査期間 

1.ヘリコプターに係る低周波音圧レベル 
平成 27 年 12 月 9 日(水) 
ヘリコプター訓練時間：10 時 7 分～10 時 34 分 

 

表 9.4-5 ヘリコプター飛行確認時刻 

飛行状況 確認時刻 

初認（～周辺飛行） 
平成27年12月9日 

10:07:35 

1 回目 

着陸 10:11:55 

離陸 10:12:45 

周辺飛行 10:12:45 ～ 10:15:00 

2 回目 

着陸 10:15:00 

離陸 10:15:30 

周辺飛行 10:15:30 ～ 10:17:50 

3 回目 
機長交代 

着陸 10:17:50 

離陸 10:23:35 

市内西部飛行 10:23:35 ～ 10:30:40 

4 回目 

着陸 10:30:40 

離陸 10:33:30 

空港へ戻る（飛行） 10:33:30 ～ 10:34:40 

※飛行状況の確認は，仙台市立病院南側に隣接した公園（杜の広場）から行った。 
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図 9.4-1 低周波音調査地点
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(5) 調査結果 

ア ヘリコプターに係る低周波音圧レベル 

ヘリコプターの飛行状況を表 9.4-6 のように区分し，飛行区分ごとの低周波音圧レベルの最大

値について表 9.4-7 に示した。また，地点ごとの測定結果と参照値との比較を表 9.4-8～表 9.4-12
に示した。 

G 特性音圧レベルは，飛行時において 70.9dB～105.1dB であり，地点 1，3，4，5 で心身の苦

情に関する参照値以上となる飛行区分があった。一方，待機時では 66.5dB～82.4dB であり，心

身の苦情に関する参照値以上となる飛行区分はなかった。平坦特性音圧レベルは，飛行時におい

て 76.3dB～97.7dB であり， 1/3 オクターブバンド中心周波数別の値はすべての地点で物的苦情

に関する参照値以上となる周波数帯及び心身に係る苦情に関する参照値以上となる周波数帯があ

った。また，待機時では 67.4dB～85.4dB であり，1/3 オクターブバンド中心周波数別の値は物的

苦情に関する参照値以上となる周波数帯はなく，心身の苦情に関する参照値については全ての地

点の 40Hz 以上の周波数帯で参照値以上となった。 

表 9.4-6 ヘリコプター飛行状況の区分 

記号 飛行状況 

a 初認～1回目着陸 周辺飛行 
b 1回目着陸～1回目離陸 待機 
c 1回目離陸～2回目着陸 周辺飛行 
d 2回目着陸～2回目離陸 待機 
e 2回目離陸～3回目着陸 周辺飛行 
f 3回目着陸～3回目離陸 待機（機長交代） 
g 3回目離陸～4回目着陸 周辺飛行(市内西部飛行) 
h 4回目着陸～4回目離陸 待機 
i 4回目離陸～空港へ戻る 飛行 

 

表 9.4-7 現地調査結果（低周波音） 

記 
号 

飛行状況 

低周波音レベル（Lmax） (dB) 

地点1 地点2 地点3 地点4 地点5 

(1.2m) (13.2m) (49.2m) (13.2m) (1.2m) 

G特性 
平坦

特性
G特性

平坦

特性
G特性

平坦

特性
G特性

平坦

特性
G特性

平坦

特性

a 周辺飛行 100.7 95.3 71.9 87.5 98.3 90.7 92.6 88.1 95.6 87.3

b 待機 82.4 76.1 76.3 74.8 80.0 84.6 73.8 68.5 79.5 72.2

c 周辺飛行 101.9 97.2 77.9 89.0 94.8 90.6 97.2 91.2 83.4 84.0

d 待機 81.2 75.7 77.0 80.1 78.7 84.0 66.5 67.4 77.6 72.5

e 周辺飛行 105.1 97.7 90.4 85.7 90.0 88.6 92.8 88.3 80.7 83.4

f 待機（機長交代） 76.7 78.1 74.4 85.4 77.9 84.3 67.5 76.7 69.6 78.7

g 周辺飛行(市内西部飛行) 105.0 97.5 83.9 85.8 103.3 95.6 103.1 95.2 87.5 85.6

h 待機 76.3 77.0 75.4 82.4 77.6 83.8 73.3 78.7 76.0 76.5

i 周辺飛行 87.7 81.1 70.9 81.8 99.2 93.1 78.3 76.3 90.8 83.7
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表 9.4-8 1/3 オクターブバンド中心周波数別の音圧レベル（地点 1） 
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表 9.4-9 1/3 オクターブバンド中心周波数別の音圧レベル（地点 2） 
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表 9.4-10 1/3 オクターブバンド中心周波数別の音圧レベル（地点 3） 
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表 9.4-11 1/3 オクターブバンド中心周波数別の音圧レベル（地点 4） 
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表 9.4-12 1/3 オクターブバンド中心周波数別の音圧レベル（地点 5） 
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9.4.2. 事業の実施状況及び対象事業の負荷の状況 

(1) 調査内容 

評価書の事後調査計画を踏まえ，以下に示すとおりとした。 

 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.4-13 に示すとおりとした。 

 表 9.4-13  調査方法（ヘリポートの稼働） 

調査事項 調査地点

1.ヘリポートの稼働状況 運航記録の確認による。 
2.環境保全措置の実施状況 記録類の確認及びヒアリングによる。 

 
(3) 調査地域及び調査地点 

調査地点は，表 9.4-14 に示すとおりとした。 

表 9.4-14 調査地点（ヘリポートの稼働） 

調査事項 調査地点

1.ヘリポートの稼働状況 対象地及びその周辺 
2.環境保全措置の実施状況 対象地及びその周辺 

 
(4) 調査期間 

調査時期は，表 9.4-15 のとおりとした。 

表 9.4-15 調査期間（ヘリポートの稼働） 

調査事項 調査期間

1.ヘリポートの稼働状況 
平成 27 年 4 月～平成 28 年 3 月 

（1 年間） 

2.環境保全措置の実施状況 
平成 27 年 4 月～平成 28 年 3 月 

（1 年間） 

 
 

  

・ ヘリポートの稼働状況 
・ 環境保全措置の実施状況 
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(5) 調査結果 

ア ヘリポートの稼働状況 

ヘリポートの稼働状況は，「9.2 騒音」に示したとおりである。 
 

イ 環境保全措置の実施状況 

供用に係る環境保全措置の実施状況は，表 9.4-16 に示すとおりであった。 

表 9.4-16 ヘリポートの稼働に係る環境保全措置の実施状況 

供用に係る環境保全措置 実施状況 
ヘリポート上での待機時間（ホバリン

グ）の短縮に務める。 
ヘリポート上での待機時間の短縮，飛行ルートや飛行

勾配の選択等，及びヘリコプターの点検整備による近

隣への低周波音配慮について，訓練時等を通じて仙台

市消防局等のヘリコプター運航事業者との調整を行っ

ている。 
 
（※写真は「9.2 騒音」参照） 

 

離着陸は，ヘリコプターが安全に離着

陸できる範囲内で，適切な飛行ルー

ト，飛行勾配を選択し，保全対象との

離隔を確保し，保全対象の低周波音の

低減に努める。 

飛行ルートは，ヘリコプターが安全に

飛行できる範囲内で，住居，学校，病

院等の建物から離れたルート（例え

ば，広瀬川上空等）を飛行し，保全対

象の低周波音の軽減に努める。 

ヘリコプターの点検整備を十分に行

う。 
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9.4.3. 調査結果の検討結果 

(1) 供用による影響（ヘリポートの稼働） 

ア 予測結果との比較 

供用による影響（ヘリポートの稼働）に係る予測結果と，事後調査結果の比較を表 9.4-17～表 
9.4-21 に示す。 

G 特性音圧レベルにおける事後調査結果と評価書の予測結果との差は，飛行時は-32.1dB～

0.1dB であり，地点 4 において予測を上回る飛行区分があった。一方，待機時では-29.4dB～-15.0dB
であり，すべての地点で予測を下回った。 
平坦特性音圧レベル（1～80Hz）における事後調査結果と評価書の予測結果との差は，飛行時は

-17.7dB～1.2dB であり，地点 1，4 及び 5 で予測を上回る飛行区分があった。一方，待機時は-28.8dB
～-8.6dB であり，すべての地点で予測を下回った。 
飛行時においては最大で 1.2dB 予測を上回る地点があったもの，待機時においては全地点で予測

を下回っており，全体としては概ね予測結果と同程度かそれ以下の値となっている。 

表 9.4-17 予測結果と事後調査結果の比較（地点 1） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地点1（若林区若林二丁目） 単位：dB

ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ｈ ｉ

周辺飛行 待機 周辺飛行 待機 周辺飛行
待機

(機長交代)
市内西部

飛行
待機 飛行

物的苦情

に関する

値

心身に係

る苦情に

関する値

106 98 100.7 82.4 101.9 81.2 105.1 76.7 105.0 76.3 87.7 － 92

97 100 95.3 76.1 97.2 75.7 97.7 78.1 97.5 77.0 81.1 － -

1 78 94 69.8 52.3 57.2 61.0 49.1 70.9 65.9 71.1 55.6 － -

1.25 80 93 59.4 63.1 49.8 59.8 50.6 67.7 56.2 69.0 47.5 － -

1.6 79 80 63.2 60.4 46.8 49.3 40.4 62.6 56.0 66.8 51.6 － -

2 80 90 67.4 55.6 42.5 49.5 46.3 67.1 54.9 62.8 59.6 － -

2.5 81 90 64.5 57.4 49.3 52.3 45.0 61.9 53.1 66.0 59.8 － -

3.15 74 89 66.8 55.3 43.8 48.8 41.4 71.1 51.5 64.7 54.4 － -

4 74 86 63.1 51.9 44.0 52.9 45.1 65.8 50.7 60.5 57.6 － -

5 77 88 53.9 54.0 46.0 49.2 52.5 65.8 52.1 60.4 62.8 70 -

6.3 73 83 56.5 52.8 54.3 49.6 55.0 66.7 50.9 56.4 57.7 71 -

8 71 81 50.3 50.8 43.0 44.4 47.4 56.2 51.6 50.4 54.9 72 -

10 74 76 58.9 54.0 63.1 45.5 68.0 55.0 73.5 61.2 50.0 73 92

12.5 67 78 66.1 50.7 72.3 47.7 68.9 54.0 68.2 55.0 57.7 75 88

16 68 78 63.0 54.8 65.5 49.6 70.0 51.7 71.4 49.6 53.4 77 83

20 95 77 85.4 72.6 85.9 71.3 93.6 67.6 96.2 67.4 78.2 80 76

25 85 78 93.7 69.8 95.7 69.1 94.9 60.2 91.2 60.1 75.0 83 70

31.5 67 77 70.3 50.6 71.8 50.4 71.1 50.5 68.9 53.3 54.0 87 64

40 73 75 77.2 64.6 78.7 66.7 80.5 64.8 75.7 64.6 70.3 93 57

50 81 76 86.2 64.0 89.2 66.5 83.3 59.8 76.0 61.3 69.0 99 52

63 76 77 81.1 62.5 80.3 64.6 77.4 55.3 71.5 57.2 66.8 － 47

80 74 73 76.3 46.9 77.5 49.4 66.8 47.5 64.8 46.9 56.7 － 41

注　：表中の値は、各飛行状況における平坦特性音圧レベルが最大時の値を示す。

※１：「低周波音問題対応の手引き」（平成16年6月，環境省）に示される参照値。「－」は参照値が示されていない。

：物的苦情に関する参照値以上の値を示す。

：心身に係る苦情に関する参照値以上の値を示す。

：物的苦情に関する参照値以上かつ心身に係る苦情に関する参照値以上の値を示す。

下線 ：下線は飛行時，待機時のそれぞれの区分で予測を上回る結果を示す。

Ｇ特性
音圧ﾚﾍﾞﾙ

平坦特性
音圧ﾚﾍﾞﾙ
(1～80Hz)

１
/
３
オ
ク
タ
ー

ブ
バ
ン
ド
中
心
周
波
数

事後調査結果（1.2m）
参照値

※１
予測結果（1.2m）

飛行時 待機時

飛行状況

音圧ﾚﾍﾞﾙ

（Hz）
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表 9.4-18 予測結果と事後調査結果の比較（地点 2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地点2（若林区若林四丁目） 単位：dB

ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ｈ ｉ

周辺飛行 待機 周辺飛行 待機 周辺飛行
待機

(機長交代)
市内西部

飛行
待機 飛行

物的苦情

に関する

値

心身に係

る苦情に

関する値

103 92 71.9 76.3 77.9 77.0 90.4 74.4 83.9 75.4 70.9 － 92

94 94 87.5 74.8 89.0 80.1 85.7 85.4 85.8 82.4 81.8 － -

1 75 88 84.2 68.2 81.3 72.8 69.1 79.2 45.6 72.0 74.1 － -

1.25 77 87 80.9 69.0 80.4 74.8 61.7 81.6 40.0 75.1 75.9 － -

1.6 76 74 78.7 61.0 80.7 64.1 62.0 74.6 39.9 72.9 74.6 － -

2 77 84 76.9 61.2 82.3 72.1 71.5 75.6 46.3 76.4 74.2 － -

2.5 78 84 71.3 60.7 81.0 70.7 74.5 72.1 47.2 74.2 71.1 － -

3.15 71 83 69.0 58.0 78.3 65.8 68.4 69.4 44.2 72.0 66.8 － -

4 71 80 68.5 56.0 70.4 60.7 64.4 69.9 54.2 66.6 63.4 － -

5 74 82 65.2 52.9 69.0 63.1 71.5 68.3 49.5 64.9 63.1 70 -

6.3 70 77 60.4 49.6 67.2 55.0 63.9 62.6 41.8 60.9 56.4 71 -

8 68 75 56.1 49.2 66.2 57.2 56.3 56.5 48.2 59.6 55.2 72 -

10 71 70 53.8 45.6 61.4 53.2 58.5 57.0 54.8 56.9 56.1 73 92

12.5 64 72 52.8 51.9 60.9 54.0 53.7 56.7 54.2 56.1 56.0 75 88

16 65 72 53.3 51.2 59.8 58.1 58.8 53.5 53.6 56.4 55.3 77 83

20 92 71 60.5 66.6 67.7 67.3 81.7 65.0 68.2 65.1 59.9 80 76

25 82 72 60.2 63.4 60.5 64.9 75.3 58.6 77.8 63.2 57.3 83 70

31.5 64 71 53.4 53.7 56.9 51.8 63.6 51.6 56.7 53.6 59.3 87 64

40 70 69 69.2 62.2 72.4 62.3 75.8 63.9 72.9 60.2 56.2 93 57

50 78 70 68.9 59.3 71.1 61.1 74.4 58.6 83.9 59.2 61.5 99 52

63 73 71 64.8 52.9 66.5 57.6 75.7 54.3 74.5 54.0 61.2 － 47

80 71 67 56.2 51.4 61.3 50.0 65.0 50.2 72.3 50.7 53.5 － 41

注　：表中の値は、各飛行状況における平坦特性音圧レベルが最大時の値を示す。

※１：「低周波音問題対応の手引き」（平成16年6月，環境省）に示される参照値。「－」は参照値が示されていない。

：物的苦情に関する参照値以上の値を示す。

：心身に係る苦情に関する参照値以上の値を示す。

：物的苦情に関する参照値以上かつ心身に係る苦情に関する参照値以上の値を示す。

下線 ：下線は飛行時，待機時のそれぞれの区分で予測を上回る結果を示す。

１
/
３
オ
ク
タ
ー

ブ
バ
ン
ド
中
心
周
波
数

事後調査結果（13.2m）
参照値

※１
予測結果（13.2m）

飛行時 待機時

Ｇ特性
音圧ﾚﾍﾞﾙ

平坦特性
音圧ﾚﾍﾞﾙ
(1～80Hz)

（Hz）（Hz）

飛行状況

音圧ﾚﾍﾞﾙ
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表 9.4-19 予測結果と事後調査結果の比較（地点 3） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地点3（太白区あすと長町一丁目） 単位：dB

ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ｈ ｉ

周辺飛行 待機 周辺飛行 待機 周辺飛行
待機

(機長交代)
市内西部

飛行
待機 飛行

物的苦情

に関する

値

心身に係

る苦情に

関する値

113 103 98.3 80.0 94.8 78.7 90.0 77.9 103.3 77.6 99.2 － 92

104 105 90.7 84.6 90.6 84.0 88.6 84.3 95.6 83.8 93.1 － -

1 85 99 61.8 62.6 69.3 53.4 49.0 62.2 50.0 64.6 55.0 － -

1.25 87 98 61.0 71.9 68.3 51.3 60.5 71.2 52.9 59.0 56.8 － -

1.6 86 85 56.9 73.8 61.3 53.6 49.5 74.3 49.4 64.4 54.2 － -

2 87 95 57.6 72.4 60.9 52.7 49.3 66.6 49.8 69.0 47.9 － -

2.5 88 95 57.0 62.5 62.0 53.0 52.2 68.5 45.0 75.0 47.3 － -

3.15 81 94 51.3 58.6 62.3 58.3 52.0 68.5 48.1 70.5 50.1 － -

4 81 91 48.4 59.0 55.9 49.7 50.6 61.2 54.3 61.4 53.1 － -

5 84 93 52.4 56.5 56.8 51.2 53.8 65.3 56.2 60.2 52.8 70 -

6.3 80 88 53.1 54.8 61.1 52.7 51.7 60.4 53.4 57.3 55.1 71 -

8 78 86 61.3 57.6 59.4 57.5 55.7 61.0 60.1 59.7 56.5 72 -

10 81 81 69.7 59.9 60.5 61.9 57.2 60.1 68.7 63.0 61.4 73 92

12.5 74 83 61.2 57.0 59.0 57.7 58.3 55.0 59.8 66.6 64.3 75 88

16 75 83 66.4 58.3 61.2 57.8 61.5 59.3 72.8 55.6 64.7 77 83

20 102 82 89.8 69.9 84.3 68.6 79.4 67.8 95.0 65.6 87.4 80 76

25 92 83 79.1 66.8 84.3 65.0 77.7 64.8 80.6 63.5 89.0 83 70

31.5 74 82 69.3 59.9 64.2 60.7 61.6 60.4 69.0 60.9 66.1 87 64

40 80 80 79.1 81.2 76.0 82.1 77.1 81.8 83.7 81.1 82.0 93 57

50 88 81 73.4 78.1 80.7 77.7 81.1 74.6 74.5 74.5 85.0 99 52

63 83 82 66.8 68.9 86.1 69.1 85.7 64.9 73.1 67.8 83.3 － 47

80 81 78 66.6 65.4 72.4 66.6 71.6 64.8 65.0 65.3 69.8 － 41

注　：表中の値は、各飛行状況における平坦特性音圧レベルが最大時の値を示す。

※１：「低周波音問題対応の手引き」（平成16年6月，環境省）に示される参照値。「－」は参照値が示されていない。

：物的苦情に関する参照値以上の値を示す。

：心身に係る苦情に関する参照値以上の値を示す。

：物的苦情に関する参照値以上かつ心身に係る苦情に関する参照値以上の値を示す。

下線 ：下線は飛行時，待機時のそれぞれの区分で予測を上回る結果を示す。

平坦特性
音圧ﾚﾍﾞﾙ
(1～80Hz)

１
/
３
オ
ク
タ
ー

ブ
バ
ン
ド
中
心
周
波
数

事後調査結果（49.2m）
参照値

※１
予測結果（45.0m）

飛行時 待機時

Ｇ特性
音圧ﾚﾍﾞﾙ

（Hz）

飛行状況

音圧ﾚﾍﾞﾙ
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表 9.4-20 予測結果と事後調査結果の比較（地点 4） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地点4（太白区八本松二丁目） 単位：dB

ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ｈ ｉ

周辺飛行 待機 周辺飛行 待機 周辺飛行
待機

(機長交代)
市内西部

飛行
待機 飛行

物的苦情

に関する

値

心身に係

る苦情に

関する値

103 94 92.6 73.8 97.2 66.5 92.8 67.5 103.1 73.3 78.3 － 92

94 96 88.1 68.5 91.2 67.4 88.3 76.7 95.2 78.7 76.3 － -

1 75 90 66.6 33.9 57.1 58.7 69.5 62.8 53.0 54.3 58.0 － -

1.25 77 89 64.0 33.6 58.4 59.9 70.7 63.7 52.6 54.9 55.5 － -

1.6 76 76 56.4 45.9 59.2 58.1 67.6 74.0 55.3 50.5 46.8 － -

2 77 86 58.5 49.1 51.8 52.3 70.7 70.6 44.6 53.3 44.2 － -

2.5 78 86 54.7 46.4 50.0 56.5 64.5 63.1 50.5 49.8 47.5 － -

3.15 71 85 54.4 48.6 49.0 50.0 62.6 55.4 53.9 50.6 45.5 － -

4 71 82 55.3 40.9 50.0 46.6 57.2 60.1 46.4 49.2 47.6 － -

5 74 84 54.5 40.7 48.6 51.4 55.7 51.5 48.8 48.7 44.1 70 -

6.3 70 79 48.8 41.0 51.8 50.5 55.4 50.5 49.3 43.7 40.1 71 -

8 68 77 47.8 46.2 47.6 48.9 50.8 48.8 48.8 49.0 42.6 72 -

10 71 72 47.5 38.5 58.9 45.9 52.9 49.3 65.4 44.7 46.7 73 92

12.5 64 74 54.9 41.0 66.2 48.3 56.9 51.2 61.7 49.4 54.8 75 88

16 65 74 54.4 43.5 59.2 48.6 56.0 50.0 73.0 46.7 48.8 77 83

20 92 73 76.4 64.2 82.9 55.8 79.5 57.8 94.7 57.7 69.9 80 76

25 82 74 86.4 61.2 89.9 54.6 85.2 55.6 84.4 67.7 63.7 83 70

31.5 64 73 67.2 48.7 67.7 48.4 64.0 51.2 69.3 60.9 53.3 87 64

40 70 71 70.1 57.3 68.3 56.4 74.1 53.1 71.2 70.2 64.3 93 57

50 78 72 79.3 58.9 76.0 55.2 80.0 56.7 72.3 71.3 72.0 99 52

63 73 73 77.4 61.0 78.9 55.0 78.8 55.1 72.8 70.4 69.5 － 47

80 71 69 68.5 51.1 69.4 49.0 65.5 49.5 59.1 74.7 57.1 － 41

注　：表中の値は、各飛行状況における平坦特性音圧レベルが最大時の値を示す。

※１：「低周波音問題対応の手引き」（平成16年6月，環境省）に示される参照値。「－」は参照値が示されていない。

：物的苦情に関する参照値以上の値を示す。

：心身に係る苦情に関する参照値以上の値を示す。

：物的苦情に関する参照値以上かつ心身に係る苦情に関する参照値以上の値を示す。

下線 ：下線は飛行時，待機時のそれぞれの区分で予測を上回る結果を示す。

平坦特性
音圧ﾚﾍﾞﾙ
(1～80Hz)

１
/
３
オ
ク
タ
ー

ブ
バ
ン
ド
中
心
周
波
数

事後調査結果（13.2m）
参照値

※１
予測結果（9.2m）

飛行時 待機時

Ｇ特性
音圧ﾚﾍﾞﾙ

（Hz）

飛行状況

音圧ﾚﾍﾞﾙ
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表 9.4-21 予測結果と事後調査結果の比較（地点 5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

地点5（太白区長町二丁目） 単位：dB

ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ ｇ ｈ ｉ

周辺飛行 待機 周辺飛行 待機 周辺飛行
待機

(機長交代)
市内西部

飛行
待機 飛行

物的苦情

に関する

値

心身に係

る苦情に

関する値

96 99 95.6 79.5 83.4 77.6 80.7 69.6 87.5 76.0 90.8 － 92

87 101 87.3 72.2 84.0 72.5 83.4 78.7 85.6 76.5 83.7 － -

1 68 95 57.0 52.0 66.6 47.8 54.1 72.2 57.5 66.3 62.0 － -

1.25 70 94 55.3 44.9 55.6 46.4 59.4 70.5 53.4 66.6 53.8 － -

1.6 69 81 50.9 50.7 56.8 53.2 60.3 69.6 54.7 71.5 53.9 － -

2 70 91 60.5 52.7 51.6 50.0 54.9 72.4 49.0 68.1 57.1 － -

2.5 71 91 58.4 50.9 54.5 56.0 55.8 63.4 51.5 64.9 51.8 － -

3.15 64 90 51.8 48.5 51.6 49.9 50.3 65.8 48.1 62.0 50.7 － -

4 64 87 48.2 47.9 46.1 48.3 48.4 67.5 47.0 55.5 51.7 － -

5 67 89 50.0 46.7 48.0 50.7 47.5 64.6 45.1 55.5 47.9 70 -

6.3 63 84 44.7 48.6 46.0 45.1 45.8 58.4 45.7 55.8 46.8 71 -

8 61 82 44.6 45.8 43.2 44.7 43.0 61.7 45.3 51.3 46.8 72 -

10 64 77 64.3 46.0 39.6 42.3 43.2 58.1 63.7 48.3 51.0 73 92

12.5 57 79 52.1 40.9 46.4 42.3 45.6 53.7 58.6 47.6 57.9 75 88

16 58 79 64.2 47.8 54.3 44.1 46.3 50.5 53.6 45.0 56.6 77 83

20 85 78 86.7 69.6 68.0 67.8 66.8 59.1 78.8 66.4 82.7 80 76

25 75 79 71.6 66.2 76.9 65.4 73.1 52.5 69.6 63.1 72.6 83 70

31.5 57 78 61.9 48.7 55.6 46.1 56.0 44.5 61.3 51.8 60.5 87 64

40 63 76 75.2 58.4 70.8 65.5 74.1 57.4 83.3 61.2 70.7 93 57

50 71 77 70.1 57.0 80.2 64.2 80.3 52.2 74.1 59.3 67.2 99 52

63 66 78 60.3 60.0 76.9 59.7 76.9 52.9 74.4 57.3 66.4 － 47

80 64 74 57.5 54.6 73.5 51.8 70.3 50.4 64.9 52.1 57.1 － 41

注　：表中の値は、各飛行状況における平坦特性音圧レベルが最大時の値を示す。

※１：「低周波音問題対応の手引き」（平成16年6月，環境省）に示される参照値。「－」は参照値が示されていない。

：物的苦情に関する参照値以上の値を示す。

：心身に係る苦情に関する参照値以上の値を示す。

：物的苦情に関する参照値以上かつ心身に係る苦情に関する参照値以上の値を示す。

下線 ：下線は飛行時，待機時のそれぞれの区分で予測を上回る結果を示す。

平坦特性
音圧ﾚﾍﾞﾙ
(1～80Hz)

１
/
３
オ
ク
タ
ー

ブ
バ
ン
ド
中
心
周
波
数

事後調査結果（1.2m）
参照値

※１
予測結果（1.2m）

飛行時 待機時

Ｇ特性
音圧ﾚﾍﾞﾙ

（Hz）

飛行状況

音圧ﾚﾍﾞﾙ
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イ 調査結果の検討結果 

事後調査結果と評価書の予測結果との差は， 飛行時においてはG特性音圧レベルで最大0.1dB，

平坦特性音圧レベルで最大 1.2dB 予測を上回る地点があったもの，待機時においては全地点で予測

を下回っており，全体としては概ね予測結果と同程度かそれ以下の値となっている。 
また，参照値との比較については，飛行時の結果はすべての地点で物的苦情に関する参照値以

上となる周波数帯及び心身に係る苦情に関する参照値以上となる周波数帯があったが，いずれの

地点でも参照値を上回る周波数帯は予測より少ないか同程度であった。待機時では物的苦情に関

する参照値以上となる周波数帯はなく，全ての地点で参照値を上回る周波数帯があるとした予測

より影響が小さかった。心身の苦情に関する参照値については全ての地点の 40Hz 以上の周波数

帯で参照値以上となったが，およそ 20Hz 以上で参照値を上回るとした予測より影響が小さかっ

た。 
本事業では，環境保全措置として，ヘリポート上の待機時間の短縮，ヘリコプターの点検整備及

び可能な限りの適切な飛行ルート・飛行勾配の選択について，訓練時等を通じてヘリコプターの

運航業者との調整を行っていることから，ヘリポートの稼働に係る低周波音の影響は実行可能な

範囲で低減が図られているものと評価する。事後調査期間中のヘリポートの稼働状況は，評価書

時の想定利用回数に比べて少ないが，今後，ヘリコプターの運航に伴い問題が発生した場合には，

必要に応じて実態調査等を行うものとする。 
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9.5. 水質 

9.5.1. 事業の実施状況及び対象事業の負荷の状況 

(1) 調査内容 

評価書における事後調査計画を踏まえ，以下に示すとおりとした。 

 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.5-1 に示すとおりとした。 

表 9.5-1 調査方法（水質） 

調査内容 調査方法

1.施設の稼働に伴う水の汚れ（排水）の状況 排水及び排水処理状況に係る記録を整理する。

2.有害物質を含む排水量及び処理の状況 
有害物質を含む排水に係る記録及び処理方法を

整理する。 

3.感染系排水の量及び処理の状況 
感染系排水に係る記録及び処理方法を整理す

る。 

 
 

(3) 調査地点 

調査地点は，表 9.5-2 に示す範囲とした。 

表 9.5-2 調査地点（水質） 

調査内容 調査地点

1.施設の稼働に伴う水の汚れ（排水）の状況 
対象地 2.有害物質を含む排水量及び処理の状況 

3.感染性排水の量及び処理の状況 

 
 

(4) 調査期間 

調査期間は，表 9.5-3 のとおりとした。 

表 9.5-3 調査期間（水質） 

調査内容 調査地点

1.施設の稼働に伴う水の汚れ（排水）の状況 
平成 27 年 4 月～平成 28 年 3 月（1 年間） 2.有害物質を含む排水量及び処理の状況 

3.感染系排水の量及び処理の状況 

 
 

 
  

・ 施設の稼働に伴う水の汚れ（排水）の状況 
・ 有害物質を含む排水量及び処理の状況 
・ 感染系排水の量及び処理の状況 
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(5) 調査結果 

 施設の稼働に伴う水の汚れ（排水）の状況 

平成27年度の排水量及び除害設備等による処理後の水質の検査結果は表 9.5-4に示すとおりで

あり，いずれの項目も下水道排水基準を満足している。また，排水の種類ごとの排水量及び処理

方法の概要は表 9.5-5 に示すとおりである。 

表 9.5-4 排水量及び排水の水質 

項   目 単位 
除害設備等による 
処理後水質検査結果

（平成 27 年度） 
下水道排水基準※ 

排水量 m3/日 201.63～301.74 － 

水素イオン濃度(pH) － 7.0～8.7 5 を超え 9 未満 

生物化学的酸素要求量(BOD) mg/L 110～230 600mg/L 未満 

浮遊物質量(SS) mg/L 86～340 600mg/L 未満 

ノルマへキサン抽出物質含有量(動物性油脂類) mg/L 4.0～8.0 30mg/L 以下 

フェノール類 mg/L 0.5 未満 5mg/L 以下 

沃素消費量 mg/L 5.1～15.0 220mg/L 以下 

鉄及びその化合物(溶解性) mg/L 0.03～0.23 10mg/L 以下 

ほう素及びその化合物 mg/L 測定せず 10mg/L 以下 

アンモニア性・亜硝酸性・硝酸性窒素 mg/L 測定せず 380mg/L 以下 

クロム及びその化合物 mg/L 0.02 未満 2mg/L 以下 

ふっ素及びその化合物 mg/L 測定せず 8mg/L 以下 

シアン化合物 mg/L 0.1 未満 1mg/L 以下 

水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 mg/L 0.0005 未満 0.005mg/L 以下 
※出典：「下水道法」（平成 17 年月 22 日 法律第 70 号）及び「仙台市下水道条例」(仙台市条例第 19 号) 

 
表 9.5-5 排水の種類ごとの排水量と処理方法の概要 

排水の種類 
平成 27 年度

排水量 
 (m3/日) 

処理方法 

一
般
生
活
排
水

研修医宿舎棟排水 －※1 

特殊排水の排水経路とは区分して排水する。 
救急ステーション －※1 

便所洗浄水 
237.7 

洗面手洗い・病棟排水 

特
殊
排
水 

高温排水・ボイラー排水 17.65 高温排水処理設備により処理し，下水道排水基準を満足
することを確認した上で公共下水道汚水管へ排水する。 

感染系排水 3.64 
各種排水処理設備により処理し，下水道排水基準を満足

することを確認した上で，公共下水道汚水管へ排水する。検査・透析系排水 8.39 
RI（ラジオアイソトープ）排水 0.22

厨房排水 20.24 
グリストラップにて油分を除去した後，屋外厨房除害設

備にてばっ気循環，汚泥除去処理し，下水道排水基準を満
足することを確認した上で公共下水道汚水管へ排水する。

上質水製造装置※2排水 68.0 公共下水道雨水管へ排水する。
冷却塔補給水 0 すべて蒸発・飛散するため排水はない。

雨水 － 

浸透桝，浸透管を設置し植栽等の汚染されていない土壌
部分に浸透させることで，公共下水道雨水管への排水量を
抑制する。 
また，ヘリポート上の排水は，ガソリントラップにより

油分を除去後，公共下水道雨水管へ排水する。 
※1 水道局から個別請求のため，事業者の管理外である。 
※2 井戸ポンプにて汲み上げた地下水を飲料用に供する設備 
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 有害物質を含む排水量及び処理の状況 

検査・透析系排水及び RI（ラジオアイソトープ）排水の平成 27 年度の排水量実績及び処理方

法は，表 9.5-6 に示すとおりであった。 

表 9.5-6 検査・透析系排水及び RI 排水量（平成 27年度） 

項目 
平成 27 年度

排水量 処理方法 
（m3/日）

検査・透析系排水 8.39 
検査・透析系排水処理設備により処理を行い，下
水道排水基準を満足することを確認した上で公
共下水道汚水管へ排水する。 

RI（ラジオアイソトープ）排水 0.22 

RI 排水処理設備にて医療法施行規則に定める排
水中の放射性同位元素の濃度限度以下とし，下水
道排水基準を満足することを確認した上で公共
下水道汚水管へ排水する。 

 
 感染系排水の量及び処理の状況 

感染系排水の平成 27 年度の排水量実績及び処理方法は，表 9.5-7 に示すとおりであった。 

表 9.5-7 感染系排水量（平成 27年度） 

項目 
平成 27 年度

排水量 処理方法 
（m3/日）

感染系排水 3.46 
感染系排水処理設備により次亜塩素酸消毒・中
和・還元し，下水道排水基準を満足することを確
認した上で公共下水道汚水管へ排水している。 
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9.5.2. 調査結果の検討結果 

(1) 供用による影響 

 予測結果との比較 

排水量の予測結果と事後調査結果の比較を表 9.5-8 に示す。 
事業者が管理している全ての排水の種類において，平成 27 年度の排水量は予測の排水量を下回

っていた。  

表 9.5-8 供用後の年間排水量の予測結果と事後調査結果の比較 

排水の種類 
排水量 (m3/日) 

予測結果 
（評価書時） 

事後調査結果 
（平成 27 年度） 

一
般
生
活
排
水

研修医宿舎棟排水 16.0 －※1 

救急ステーション 3.6 －※1 

便所洗浄水 215.5 
237.7 

洗面手洗い・病棟排水 138.4 

特
殊
排
水 

高温排水・ボイラー排水 20.0 17.65 

感染系排水 16.0 3.64 

検査・透析系排水 22.1 8.39 

RI（ラジオアイソトープ）排水 0.3 0.22 

厨房排水 50.0 20.24 

上質水製造装置※2排水 153.8 68.0 

冷却塔補給水 0 0 

雨水 － － 

※1 水道局から個別請求のため，事業者の管理外である。 
※2 井戸ポンプにて汲み上げた地下水を飲料用に供する設備 

 
 調査結果の検討結果 

事後調査の結果，事業者が管理している全ての排水の種類において，平成 27 年度の排水量は，

予測の排水量を下回っていた。また，除害設備等による処理後の水質は下水道排水基準を満足し

ており，排水の処理方法は評価書で記載されたとおりに実施されていることから，施設の稼働に

よる水質への影響は回避・低減されているものと評価する。 
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9.6. 地下水汚染 

9.6.1. 環境の状況（工事による影響） 

(1) 調査内容 

地下水汚染の現況調査は，表 9.6-1 に示すとおりとした。 

表 9.6-1 調査内容（地下水汚染） 

調査項目 調査内容 

地下水汚染 

地下水汚染の状況
 ・砒素の状況 

※調査対象物質は対象地内における土壌汚染対策法に基づく要措置

区域の指定物質である砒素とした。 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.6-2 に示すとおりとした。 

表 9.6-2 調査方法（地下水汚染） 

調査内容 調査方法

地下水汚染の状況 「土壌汚染対策法に基づく調査及び措置に関するガイドライン
改訂第 2 版」（平成 24 年 8 月 環境省）で示される方法とした。

 
(3) 調査地点 

調査地域は対象地内とし，調査地点は表 9.6-3 及び図 9.6-1 に示す 3 地点とした。 

表 9.6-3 調査地点（地下水汚染） 

地点番号 調査地点 
孔口標高 
TP+(m) 

掘削深度 
GL-(m) 

1 観測井-1 12.91 8.0m 
2 観測井-2 12.40 7.0m 
3 観測井-3 12.75 7.0m 

 
(4) 調査期間 

調査期間は表 9.6-4 に示すとおりとし，施設完成後の 1 年間について 4 回とした。 

表 9.6-4 調査期間（地下水汚染） 

調査内容 調査期間

地下水汚染の状況 

完成後 1 回目 ： 平成 26 年 10 月 14 日（砒素） 

完成後 2 回目 ： 平成 27 年 1 月 6 日（砒素） 

完成後 3 回目 ： 平成 27 年 4 月 6 日（砒素） 

完成後 4 回目 ： 平成 27 年 7 月 7 日（砒素） 
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図 9.6-1 地下水汚染調査地点 

 
  

図 9.6-1 

地下水汚染調査地点 

対象地 

調査地点 
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(5) 調査結果 

調査結果を表 9.6-5 に示す。 
調査結果は，すべての調査地点において地下水の水質汚濁に係る環境基準値を下回っていた。 

 

表 9.6-5 現地調査結果（砒素） 

調査日 
砒素（mg/L）※1

観測井-1 観測井-2 観測井-3 環境基準※2 

平成 26 年 10 月 14 日 < 0.001  0.001 < 0.001 

0.01 
平成 27 年 1 月 6 日 0.001 0.001 < 0.001 
平成 27 年 4 月 6 日 0.001  0.002 < 0.001 
平成 27 年 7 月 7 日 < 0.001 < 0.001 0.001 
※1：< 印は定量下限値未満を示す。 
※2：地下水の水質汚濁に係る環境基準について（平成 9 年 3 月 環境庁告示第 10 号）に定める環境基準 
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9.6.2. 事業の実施状況及び対象事業の負荷の状況（供用による影響） 

(1) 調査内容 

評価書における事後調査計画を踏まえ，以下に示すとおりとした。 

 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.6-6 に示すとおりとした。 

表 9.6-6 調査方法（地下水汚染） 

調査内容 調査方法

1.有害物質を含む排水量及び処理の状況 
有害物質を含む排水に係る記録及び処理方法を整

理する。 
2.感染系排水の量及び処理の状況 感染系排水に係る記録及び処理方法を整理する。

3.井水（水道原水）の水質の状況 
「水道原水検査」で規定する項目に係る水質分析

結果を整理する。 

 
 

(3) 調査地点 

調査地点は，表 9.6-7 に示す調査範囲とした。 

表 9.6-7 調査地点（地下水汚染） 

調査内容 調査地点

1.有害物質を含む排水量及び処理の状況 対象地 
2.感染系排水の量及び処理の状況 対象地 

3.井水（水道原水）の水質の状況 
対象地内 井水ポンプ No.1（北側） 
     井水ポンプ No.2（南側） 

 
 

(4) 調査期間 

調査期間は，表 9.6-8 のとおりとした。 

表 9.6-8 調査期間（地下水汚染） 

調査内容 調査期間

1.有害物質を含む排水量及び処理の状況 
平成 27 年 4 月～平成 28 年 3 月 

（病院の事業活動が定常とされる時期） 

2.感染系排水の量及び処理の状況 
平成 27 年 4 月～平成 28 年 3 月 

（病院の事業活動が定常とされる時期） 
3.井水（水道原水）の水質の状況 平成 28 年 2 月 9 日 

 
  

・ 有害物質を含む排水量及び処理の状況 
・ 感染性排水の使用量及び処理の状況 
・ 井水（水道原水）の水質の状況 
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(5) 調査結果 

 有害物質を含む排水量及び処理の状況 

有害物質を含む排水量及び処理の状況は，「9.5 水質」に示したとおりである。 
 
 

 感染系排水の量及び処理の状況 

感染系排水の量及び処理の状況は，「9.5 水質」に示したとおりである。 
 
 

 井水（水道原水）の水質の状況 

平成 2７年度の井水（水道原水）の調査結果は表 9.6-9 に示すとおりであり，いずれの項目も水

質基準に関する省令（平成 15 年 厚生労働省令第 101 号）の水質基準を満足している。 
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表 9.6-9 井水（水道原水）の水質調査結果 

項   目 単位 
検査結果（平成 27 年度） 

水質基準※ 井水ポンプ 

No.1（北側）原水 

井水ポンプ 

No.2（南側）原水 

一般細菌 /ml 84 17 100 以下 

大腸菌（定量） MPN/100ml 0 0 － 

嫌気性芽胞菌（定量） /100ml 0 0 － 

カドミウム及びその化合物 mg/L 0.0003 未満 0.0003 未満 0.003 以下 

水銀及びその化合物 mg/L 0.00005 未満 0.00005 未満 0.0005 以下

セレン及びその化合物 mg/L 0.001 未満 0.001 未満 0.01 以下 

鉛及びその化合物 mg/L 0.001 未満 0.002 0.01 以下 

ヒ素及びその化合物 mg/L 0.004 0.004 0.01 以下 

六価クロム化合物 mg/L 0.005 未満 0.005 未満 0.05 以下 

亜硝酸態窒素 mg/L 0.004 未満 0.004 未満 0.04 以下 

シアン化物イオン及び塩化シアン mg/L 0.001 未満 0.001 未満 0.01 以下 

硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 mg/L 0.1 0.1 未満 10 以下 

フッ素及び化合物 mg/L 0.08 未満 0.08 未満 0.8 以下 

ホウ酸及びその化合物 mg/L 0.05 未満 0.05 未満 1.0 以下 

四塩化炭素 mg/L 0.0002 未満 0.0002 未満 0.002 以下 

1,4－ジオキサン mg/L 0.005 未満 0.005 未満 0.05 以下 

ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ及びﾄﾗﾝｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ mg/L 0.0002 未満 0.0002 未満 0.04 以下 

ジクロロメタン mg/L 0.001 未満 0.001 未満 0.02 以下 

テトラクロロエチレン mg/L 0.0005 未満 0.0005 未満 0.01 以下 

トリクロロエチレン mg/L 0.0005 未満 0.0005 未満 0.01 以下 

ベンゼン mg/L 0.001 未満 0.001 未満 0.01 以下 

亜鉛及びその化合物 mg/L 0.032 0.034 1.0 以下 

アルミニウム及びその化合物 mg/L 0.02 未満 0.02 未満 0.2 以下 

鉄及びその化合物 mg/L 0.14 0.23 0.3 以下 

銅及びその化合物 mg/L 0.01 未満 0.01 未満 1.0 以下 

ナトリウム及びその化合物 mg/L 10 9.2 200 以下 

マンガン及びその化合物 mg/L 0.018 0.028 0.05 以下 

塩化物イオン mg/L 6.9 5.5 200 以下 

カルシウム，マグネシウム等（硬度） mg/L 69 57 300 以下 

蒸発残留物 mg/L 177 166 500 以下 

陰イオン界面活性剤 mg/L 0.02 未満 0.02 未満 0.2 以下 

ジャオスミン mg/L 0.000001 未満 0.000001 未満 0.00001 以下

2-メチルイソボルネオール mg/L 0.000001 未満 0.000001 未満 0.00001 以下

非イオン界面活性剤 mg/L 0.004 未満 0.004 未満 0.02 以下 

フェノール類 mg/L 0.0005 未満 0.0005 未満 0.005 以下 

有機物（全有機炭素 TOC の量） mg/L 0.3 未満 0.3 未満 3 以下 

pH 値（測定時水温）  7.3（21.1℃） 7.4（21.0℃） 5.8～8.6 

味  － － 異常でない

臭気  硫化水素様臭気 硫化水素様臭気 異常でない

色度 度 0.6 1.4 5 以下 

濁度 度 0.2 0.6 2 以下 

残留塩素 mg/L 0.05 未満 0.05 未満 － 

※出典：「水質基準に関する省令」（平成 15 年 厚生労働省令第 101 号）  
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9.6.3. 調査結果の検討結果 

(1) 工事による影響 

 予測結果との比較 

対象地内の 3 地点における地下水調査の結果，砒素はいずれの地点においても環境基準値を下

回っており，地下水汚染がないことが継続的に確認された。 
よって，工事による地下水汚染への影響は小さいとした評価書の予測と同様の結果であった。 

 
 調査結果の検討結果 

地下水調査の結果，砒素いずれの地点においても継続的に環境基準値を下回っており，基準との

整合が図られている。 
また，山留工事・掘削工事は評価書で計画した土壌汚染対策に従って適切に行われ（「事後調査

報告書（工事中その 1）」（平成 25 年 7 月）報告事項），汚染土壌については，「土壌汚染対策法」

等の関係法令に基づき適切に調査・処理を行ったことから，掘削による汚染土壌から地下水への

浸透・汚染はないものと考えられる。 
以上より，工事による地下水汚染への影響は回避されているものと評価する。 
 

 
(2) 供用による影響 

 予測結果との比較 

検査・透析系排水及び RI 排水を含む特殊排水は，各処理設備により処理を行い，公共下水道汚

水管へ直接排水しており，有害物質による地下水の汚染はないとした評価書の予測と同様の結果

であった。 
 

 調査結果の検討結果 

事後調査の結果，検査・透析系排水及び RI 排水を含む特殊排水は，各処理設備により処理を行

い，公共下水道汚水管へ直接排水しており，有害物質による地下水の汚染はないとした評価書の

予測と同様の結果であった。また，排水の処理方法は評価書で記載されたとおりに実施されてお

り，井水（水道原水）の調査結果は全項目で水質基準を満足していることから，有害物質の使用に

伴う地下水汚染の影響は回避されているものと評価する。 
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9.7. 水象（地下水） 

9.7.1. 環境の状況 

(1) 調査内容 

水象の現況調査は，表 9.7-1 に示す内容とした。 

表 9.7-1 調査内容（水象） 

調査項目 調査内容 

水象（地下水） 工作物の出現による地下水位の変化
病院の稼働による地下水位の変化 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.7-2 に示すとおりとした。 

表 9.7-2 調査方法（水象） 

調査内容 調査方法

工作物の出現による地下水位の変化 水圧式水位センサーによる継続的な水位観測とし

た。 病院の稼働による地下水位の変化 

 
(3) 調査地点 

調査地域は対象地内とし，調査地点は表 9.7-3 及び図 9.7-1 に示す 3 地点とした。 

表 9.7-3 調査地点（水象） 

地点番号 調査地点 
孔口標高 
TP+(m) 

掘削深度 
GL-(m) 

1 観測井-1 12.91 8.0m 
2 観測井-2 12.40 7.0m 
3 観測井-3 12.75 7.0m 

 
 

(4) 調査期間 

調査期間は表 9.7-4 に示すとおりとし，工事完了後から病院の事業活動が定常になる時期まで

とした。 

表 9.7-4 調査期間（水象） 

調査内容 調査期間等 

工作物の出現による地下水位の変化 
平成 26 年 7 月 15 日～平成 27 年 3 月 31 日 
（工事完了後一定期間が経過した時期） 

病院の稼働による地下水位の変化 
平成 27 年 4 月 1 日～平成 28 年 3 月 31 日 

（病院の事業活動が定常となる時期） 

   ※施設完成：平成 26 年 7 月 15 日 
   ※開院：平成 26 年 11 月 1 日 
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図 9.7-1 

水象（地下水） 

観測位置図 
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(5) 調査結果 

地下水位の変化を図 9.7-2 に示す。グラフにはアメダス（地域気象観測システム）の仙台観測

地点における日降水量及び日積雪量を合わせて表示した。 
観測期間中の地下水位は，地点 1 が TP7.03m～9.56m，地点 2 が TP6.77m～9.00m，地点 3 が

TP6.88m～8.82m で推移した。水位変動はいずれの地点もほぼ同様の傾向を示した。 
地下水は降水量を反映した水位変動を示しており，施設が完成した平成 26 年 7 月 15 日から平

成 28 年 3 月 31 日までの間で，地下水位の著しい低下はみられなかった。 
 

 

 

※〔地下水位の表示方法について〕評価書では地下水位は地表面（GL）からの深さで表示していた
が，事後調査における水位観測は地表面高さの異なる No.1～No.3 の 3 孔で実施している。そのた
め，本報告書では 3 孔の絶対水位が比較できるよう，標高（TP）で表示した。 

図 9.7-2(1) 地下水位変動図（全体） 

  

施設完成 開院 

H26 H27 H28

平成 27 年 9 月

関東・東北豪雨
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図 9.7-2(2) 地下水位変動図（詳細） 

図 9.7-2(3) 地下水位変動図（詳細） 

施設完成 

H26

開院 

H26
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図 9.7-3(3) 地下水位変動図（詳細） 

図 9.7-2(5) 地下水位変動図（詳細） 

図 9.7-2(4) 地下水位変動図（詳細） 

H27

H27
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図 9.7-2(7) 地下水位変動図（詳細） 

図 9.7-2(6) 地下水位変動図（詳細） 

H27

163.5mm

H27
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図 9.7-2(8) 地下水位変動図（詳細） 

H28

1/18 降水量 53.5mm 

1/18 積雪量 

H28
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9.7.2. 事業の実施状況及び対象事業の負荷の状況 

(1) 調査内容 

評価書の事後調査計画を踏まえ，以下の項目を実施した。 

 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.7-5 に示すとおりとした。 

表 9.7-5 調査方法（水象） 

調査内容 調査方法
揚水量の状況 記録類の確認による。

環境保全措置の実施状況 記録類の確認による。 

 
 

(3) 調査地点 

調査地点は， 表 9.7-6 に示した調査範囲とした。 

表 9.7-6 調査地点（水象） 

調査内容 調査地点
揚水量の状況 対象地

環境保全措置の実施状況 対象地及びその周辺 

 
 

(4) 調査期間 

調査期間は，表 9.7-7 のとおりとした。 

表 9.7-7 調査期間（水象） 

調査内容 調査期間
揚水量の状況 平成 27 年 4 月～平成 28 年 3 月（1 年間）

環境保全措置の実施状況 平成 26 年 7 月～平成 28 年 3 月 

 
 

(5) 調査結果 

 揚水量の状況 

平成 27 年度の揚水量の実績は，表 9.7-8 に示すとおりである。全体の揚水量は 298L/min であ

り，評価書の計画揚水量の 39％，また，井戸ごとの揚水量は，No.1 は 98L/min であり 1 本あた

り計画揚水量の 25％，No.2 は 200L/min であり 1 本あたり計画揚水量の 53％であった。 

表 9.7-8 揚水量の状況 

項目 評価書の計画揚水量 事後調査結果 

揚水量 758 L/min※1 298L/min（104,467m3/年）

井戸 1 本あたり 
揚水量 

379 L/min※2 
（計画井戸本数 2 本） 

No.1  98L/min（34,270m3/年）

No.2 200L/min（70,197m3/年）

※1：日揚水量 728.1m3（設計値），揚水時間 16 時間（960 分）として算出した。 
※2：対象地内の地盤に対する適正揚水量は 450L/min であり，計画揚水量は適正揚水量未満としている。 

 
 

・ 揚水量の状況 
・ 環境保全措置の実施状況 
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 環境保全措置の実施状況 

存在・供用に係る環境保全措置の実施状況は，表 9.7-9 に示すとおりとした。 

表 9.7-9 水象に係る環境保全措置の実施状況 

存在・供用に係る環境保全措置 実施状況 
工事に先立ち，計画地周辺の井戸等の

地下水の利用状況を把握する。 
工事に先立ち，対象地周辺において飲用として利用し

ている井戸があることを確認した。ただし，これらの

井戸は評価書で予測した井戸の揚水による影響範囲

（深井戸の位置から半径 50m の範囲）外である。 
工事に際しては，地下水位観測孔によ

り工事前・工事中・工事後の地下水位

の状況を把握する。 

工事開始前（平成 23 年 2 月及び 3 月）に地下水位観

測井を場内 3 地点に設置し，平成 24 年 1 月より地下

水位の観測を開始した。以降継続して監視を行い，供

用から 1 年 5 ヶ月後の平成 28 年 3 月 31 日まで継続

した。 

 
写真 9.7-1 地下水位の観測状況（H26.11.21 撮影） 

供用に際しては，地下水位観測孔によ

り供用前から供用後の地下水位の状況

を把握する。 

工作物の出現または井水の揚水に伴う

地下水位の変化は小さいと予測された

が，地層の不連続性や地下水の流動に

よる影響等，何らかの特別な理由で地

下水位への影響が生じた場合は，必要

に応じて適切な対策を講じる。 

敷地内 3 地点で平成 28 年 3 月まで地下水位の連続観

測を実施してきた結果，地下水位への特別な影響は認

められなかった。 

事業地は土壌汚染が確認されているた

め，雨水は，汚染土壌に留意し，公共

下水道雨水管及び浸透枡・浸透管によ

り排水するが，「仙台市雨水流出抑制

施設設置指針」に準拠し，100 ㎡当た

り 0.5  以上の雨水を浸透させるよう

浸透桝，浸透管を設置し，集水した雨

水を直接植栽等の汚染されていない土

壌部分に浸透させることで公共下水道

雨水管への排水量を抑制する。 

「仙台市雨水流出抑制施設設置指針」に準拠し，100
㎡当たり 0.5  以上の雨水を浸透させるよう浸透桝，

浸透管を設置した。集水した雨水は直接植栽等の汚染

されていない土壌部分に浸透させることで公共下水

道雨水管への排水量を抑制している。 

供用後においては，病院本館及び厚生

棟の水源を井水とする計画であるが，

バックアップとして 100％市水を供給

できる計画とし，必要に応じて，井水

の揚水量をコントロールできる計画と

した。 

病院本館及び厚生棟は井水を水源とし，バックアップ

として 100％市水を供給できるシステムとした。ま

た，必要に応じて，井水の揚水量をコントロールして

いる。 
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9.7.3. 調査結果の検討結果 

(1) 存在・供用による影響 

 工事着手前の地下水位観測結果との比較 

評価書において示した工事着手前の地点 A における地下水位観測結果と，事後調査の観測井

No.1～No.3 における地下水位観測結果を表 9.7-10 及び図 9.7-3 のとおり比較した。地点 A の位

置は前出の図 9.7-1に示すとおりであり，地点Aに最も近い観測井は約 70m離れたNo.2である。

図 9.7-3 のグラフでみると，No.2 の観測期間最低水位は工事着手前の地点 A での最低水位と同程

度である。 
観測期間平均水位は，工事着手前は地点 A で TP7.06m であったのに対し，施設完成後は TP7.09

～7.35m であり，地下水位の低下はみとめられなかった。観測期間最高水位は工事着手前の地点

A では 7.69m であったのに対し事後調査結果は TP8.82～9.56m と上昇しているが，これは平成

27 年 9 月の関東・東北豪雨による突出した降水量（9/10：108mm，9/11：163.5mm）が反映さ

れたものであり，施設の存在・供用に係る変化ではない。観測期間最低水位についても，工事着

手前は地点 A で TP6.74m であったのに対し事後調査結果は TP6.77～7.03m であり，地下水位の

低下は認められなかった。 

表 9.7-10 工事着手前の地下水位観測結果と事後調査結果の比較 

調査期間 
工事着手前の観測結果 

（H21.11.1～H22.11.1） 
事後調査結果 

（H26.7.15～H28.3.30） 

地点 地点Ａ No.1 No.2※1 No.3 

観測期間平均水位 TP+(m) ※2 7.06 7.35 7.09 7.27 

観測期間最高水位 TP+(m) ※2 7.69 9.56 9.00 8.82 

観測期間最低水位 TP+(m) ※2 6.74 7.03 6.77 6.88 

※1 No.2 は地点 A に最も近く，約 70m の距離にある。 
※2〔地下水位の表示方法について〕 評価書では地下水位は地表面(GL)からの深さで表示していたが，

事後調査における水位観測は地表面高さの異なる No.1～No.3 の 3 孔で実施している。そのため，
本報告書では 3 孔の絶対水位が比較できるよう，標高(TP)で表示した。 
 
 

 調査結果の検討結果 

工事着手前からの継続的な地下水位観測の結果，降水量の変化に伴う地下水位の変動はあるも

のの，工作物の出現または井水の揚水によるものと考えられるような地下水位の低下は観測され

なかった。また，平成 27 年度の揚水量実績は，評価書の計画揚水量の 39％であり，計画揚水量

及び適正揚水量未満であった。 
さらに，地下水に対する環境保全対策として，浸透桝・浸透管の設置により雨水の浸透を促し，

井水の利用にあたってはバックアップとして 100％市水を供給できるシステムとし，井水の揚水

量をコントロールしている。 
よって，工作物の出現及び井水の揚水による地下水位への影響は回避・低減されているものと

評価する。 
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9.8. 地形・地質 

9.8.1. 事業の実施状況及び対象事業の負荷の状況 

(1) 調査内容 

評価書における事後調査計画を踏まえ，以下に示すとおりとした。 

 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.8-1 に示すとおりとした。 

表 9.8-1 調査方法（地形・地質） 

調査内容 調査方法

1.工作物の出現による土地の安定性 
設計図書及び竣工図により，改変後に係る地形の

状況を整理する。 
2.環境保全措置の実施状況 目視確認，写真撮影及び記録類の確認による。 

 
 

(3) 調査地点 

調査地点は，表 9.8-2 に示す範囲とした。 

表 9.8-2 調査地点（地形・地質） 

調査内容 調査地点

1.工作物の出現による土地の安定性 
対象地 

2.環境保全措置の実施状況 

 
 

(4) 調査期間 

調査期間は，表 9.8-3 のとおりとした。 

表 9.8-3 調査期間（地形・地質） 

調査内容 調査期間

1.工作物の出現による土地の安定性 
平成 27 年 4 月～平成 28 年 3 月（1 年間） 

2.環境保全措置の実施状況 

 
 

 
  

・ 工作物の出現による土地の安定性 
・ 環境保全措置の実施状況 
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(5) 調査結果 

 工作物の出現による土地の安定性 

本施設の完成後の配置は図 9.8-1 に示すとおりであり，評価書の配置計画に変更はない。本施

設の北西約 800m には土石流危険渓流・危険区域の指定箇所，急傾斜地崩壊危険箇所及び長町－

利府線断層が存在するが，本施設の造成区域には崩壊地，地すべり地及び大規模な断層はない。 
 

 
 環境保全措置の実施状況 

存在に係る環境保全措置の実施状況は，表 9.8-4 に示すとおりであった。 

表 9.8-4 地形・地質に係る環境保全措置の実施状況 

存在に係る環境保全措置 実施状況 
計画建築物の構造形式を免震構造とし，

地震時の建物の損傷を押さえ，地震後に

おいても建物機能が維持できる計画とす

る。 

鉄筋コンクリート造による免震構造の施設とした。

 
 
 
 
 
 
 
 

 
写真 9.8-1 免震構造の説明看板 (H28.6.6 撮影) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
写真 9.8-2 免震構造 (H28.6.14 撮影) 

計画建築物は，十分な支持力を有する砂

礫層に床付けする直接基礎形式とする。 
建築物は，十分な支持力を有する砂礫層に床付けす

る直接基礎型式とした。 
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図 9.8-1 

対象地 
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9.8.2. 調査結果の検討結果 

(1) 存在による影響 

 予測結果との比較 

本施設の配置計画に評価書からの変更はない。よって，計画地北西側約 800m の位置に土石流

危険渓流・危険区域，急傾斜地崩壊危険箇所及び長町－利府線断層があるが，計画地内に崩壊地・

地すべり地及び大規模な断層はなく，工作物の出現に伴う土地の安定性への影響はないとした評

価書の予測と同様の結果であった。 
 

 調査結果の検討結果 

事後調査の結果，本施設の配置計画に評価書からの変更はなく，工作物の出現に伴う土地の安定

性への影響はないと評価する。 
また，評価書では地盤の液状化について「液状化の可能性はかなり低い」と予測されており，ま

た，地震に対する環境保全措置として，施設は十分な支持力を有する砂礫層に床付けする直接基

礎型式とし，免震構造により地震時の病院機能の維持に備えていることから，地震に対する影響

についても実行可能な範囲内で最大限の回避・低減が図られていると評価する。 
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9.9. 地盤沈下 

9.9.1. 環境の状況 

 調査内容 

地盤沈下の現況調査は，表 9.9-1 に示すとおりとした。 

表 9.9-1 調査内容（地盤沈下） 

調査項目 調査内容 

地盤沈下 ・工作物の出現による沈下量の変化（存在による影響）
・病院の稼働による沈下量の変化（供用による影響） 

 
 調査方法 

調査方法は，表 9.9-2 に示すとおりとした。 

表 9.9-2 調査方法（地盤沈下） 

調査内容 調査方法

工作物の出現による沈下量の変化 
水準測量により沈下量の変化を計測した。 

病院の稼働による沈下量の変化 

 
 調査地点 

調査地域は対象地内及びその周辺とし，調査地点は表 9.9-3及び図 9.9-1に示すとおりとした。 

表 9.9-3 調査地点（地盤沈下） 

測点番号 測点の状態 備 考 

基点 A コンクリート枡 基点(基準標高 12.765m) 
P-1 市コンクリート杭  

P-2 市コンクリート杭→鋲 
平成 24 年 2 月に測点とした市コンクリート杭が，外構工
事によって除去されたため，平成 26 年 3 月に新たな測点
として鋲を設置した。 

P-3 市コンクリート杭→鋲 
平成 24 年 2 月並びに平成 26 年 3 月に測点とした市コンク
リート杭が，出入口の交差点化に伴って亡失したため，平成
26 年 7 月に新たな測点として鋲を設置した。 

QE515301 仙台市 3 級基準点 県道 273 号仙台名取線歩道上 
P-4 市コンクリート杭  
P-5 市コンクリート杭  
P-6 コンクリート枡 平成 26 年 3 月に新規に設置した。 
P-7 市コンクリート杭  

PP-2 擁壁 平成 26 年 3 月に新規に設置した。 
PP-1 側溝 平成 26 年 3 月に新規に設置した。 
建物 A 本館建物の角部 平成 26 年 7 月に新規に設置した。 
建物 B 本館建物の角部 平成 26 年 7 月に新規に設置した。 
建物 C 本館建物の角部 平成 26 年 7 月に新規に設置した。 
建物 D 本館建物の角部 平成 26 年 7 月に新規に設置した。 
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 調査期間 

調査期間は表 9.9-4 に示すとおりである。水準測量は，掘削前，掘削・基礎・躯体工事終了後，

完成後（開院前）及び病院の事業活動が定常となる時期の 4 回実施した。  
 

表 9.9-4 調査期間（地盤沈下） 

調査内容 調査期間 

（工事中に実施した調査） 
平成 24 年 2 月 2 日（掘削前） 
平成 26 年 3 月 20 日（掘削・基礎・躯体工事終了後） 

工作物の出現による沈下量の変化 平成 26 年 7 月 24 日（完成後（開院前）） 

病院の稼働による沈下量の変化 平成 27 年 10 月 7 日（病院の事業活動が定常となる時期）



9.9- 3

  

図 9.9-1 
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 調査結果 

水準測量の結果は表 9.9-5 に示すとおりである。 
 

 工作物出現による沈下量の変化 

完成後（開院前）の調査の結果，掘削・基礎・躯体工事終了後との較差（表中の較差 1）は-
0.001m～0.001m であり，制限値※（-0.012m～+0.012m）内であったことから，地盤の変動は

小さいと判断した。 
 

 病院の稼動による沈下量の変化 

病院の事業活動が定常となる時期の調査の結果，完成後（開院前）との較差（表中の較差 2）
は-0.005～0.001m であり，制限値※（-0.012m～+0.012m）内であったことから，地盤の変動は

小さいと判断した。 
 

表 9.9-5 水準測量調査結果（地盤沈下） 

測点 

掘削・基礎・躯体 
工事終了後 
H26.3.20 

完成後（開院前） 
H26.7.24 

病院の事業活動が 
定常となる時期 

H27.10.7 
制限値 

(水準測量における

較差の許容範囲)標 高 

(m) 

標 高 

(m) 

較差 1※1 

(m) 
備 考 

標 高

(m) 

較差 2※2

(m) 
備 考

基点 A 12.765 12.765 0.000  12.765 0.000

±0.012 

P-1 12.780 12.779 -0.001  12.779 0.000  
P-2 12.914 12.915 0.001  12.914 -0.001  

P-3 13.152 13.181 － 亡失のため
新点設置 13.176 -0.005  

QE515301 13.306 13.306 0.000  13.307 0.001  
P-4 13.147 13.148 0.001  13.149 0.001  
P-5 12.546 12.547 0.001  12.547 0.000  
P-6 12.789 12.790 0.001  12.789 -0.001  
P-7 12.850 12.850 0.000  12.847 -0.003  

PP-2 13.167 13.167 0.000  13.167 0.000  
PP-1 13.826 13.825 -0.001 13.823 -0.002  
建物 A － 13.968 － 13.964 -0.004  
建物 B － 13.953 － 13.952 -0.001  
建物 C － 13.940 － 13.939 -0.001  
建物 D － 13.986 － 13.985 -0.001  

※1 較差 1 は掘削・基礎・躯体工事終了後と完成後（開院前）の較差を示す。 
※2 較差 2 は完成後（開院前）と病院事業活動が定常となる時期の較差を示す。 

 
 
 

 

 

※ 制限値(水準測量における較差の許容範囲) 
   		 ＝േ 	 	 	  
     	 ：制限値（較差の許容範囲 ±0.012(m)） 
    	 	 ：1km あたりの較差の許容値（3 級水準 10(mm)） 
    	 	 ：水準路線長（片道 1.54(km)) 
 

出典：「測量法第 34 条で定める作業規程の準則」(平成 20 年 3 月 31 日 国土交通省告示第 413 号) 
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9.9.2. 事業の実施状況及び対象事業の負荷の状況 

 調査内容 

評価書における事後調査計画を踏まえ，以下に示すとおりとした。 

 
 

 調査方法 

調査方法は，表 9.9-6 に示すとおりとした。 

表 9.9-6 調査方法（地盤沈下） 

調査内容 調査方法

環境保全措置の実施状況 目視確認，写真撮影及び工事記録の確認による。 
 

 
 調査地点 

調査地点は，表 9.9-7 に示した調査範囲とした。 

表 9.9-7 調査地点（地盤沈下） 

調査内容 調査地点

環境保全措置の実施状況 対象地及びその周辺 
 
 
 調査期間 

調査期間は，表 9.9-8 のとおりとした。 

表 9.9-8 調査期間（地盤沈下） 

調査内容 調査期間

環境保全措置の実施状況 平成 27 年 4 月～平成 28 年 3 月（1 年間） 
 
  

・ 環境保全措置の実施状況 
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 調査結果 

 環境保全措置の実施状況 

供用に係る環境保全措置の実施状況は，表 9.9-9 に示すとおりとした。 
 

表 9.9-9 地盤沈下に係る環境保全措置の実施状況 

供用に係る環境保全措置 実施状況 
供用に際しては，地下水位観測孔に

より供用前から供用後の地下水位の

状況を把握する。 

工事着手時の平成 24 年 1 月より場内 3 地点で地下水

位の観測を開始し，供用から 1 年 5 ヶ月後の平成 28
年 3 月 31 日まで継続した。 
（※写真は「9.7 水象」参照） 

揚水量は適正揚水量未満とする。 井戸 1 本あたりの適正揚水量 450L/min に対し，計画

用水量は 379 L/min とした。設置した井戸 2 本での計

画揚水量は 758 L/min となるが，これに対し平成 27
年度の揚水量実績は合計 298 L/min であった。 

供用後においては，上水・冷却塔補給

水・雑用水の全ての水源を井水とす

る計画であるが，上水についてはバ

ックアップとして 100％市水を供給

できる計画とし，必要に応じて，井水

の揚水量をコントロールできる計画

とした。 

病院本館及び厚生棟は井水を水源とし，バックアップ

として 100％市水を供給できるシステムとした。また，

必要に応じて，井水の揚水量をコントロールしている。
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9.9.3. 調査結果の検討結果 

 存在による影響 

 予測結果との比較 

水準測量の結果，掘削・基礎・躯体工事終了後から完成後（開院前）までの地盤の変動は小さい

と判断された。 
よって，工作物の出現による地盤沈下の影響は小さいとした評価書の予測と同様の結果であっ

た。 
 

 調査結果の検討結果 

水準測量の結果，掘削・基礎・躯体工事終了後から完成後（開院前）までの地盤の変動は小さい

と判断された。 
本事業では，十分な支持力を有する砂礫層に床付けしたことから，工作物の出現による地盤沈下

の影響は回避・低減されたものと評価する。 

 
 供用による影響 

 予測結果との比較 

水準測量の結果，完成後（開院前）から病院の事業活動が定常となる時期までの地盤の変動は小

さいと判断された。 
よって，供用後の井水の揚水による地盤沈下の影響は小さいとした評価書の予測と同様の結果

であった。 
 

 調査結果の検討結果 

水準測量の結果，完成後（開院前）から病院の事業活動が定常となる時期までの地盤の変動は小

さいと判断された。 
また，環境保全措置として，揚水量を適正揚水量未満にしたこと，供用後において上水・冷却塔

補給水・雑用水の全ての水源を井水としたが，上水についてはバックアップとして 100%市水を供

給可能なものとし，必要に応じて井水の揚水量をコントロール可能としたことに加え，供用前から

供用後の地下水位を継続監視し，地下水位の異常な低下は認められなかったことから，病院の稼動

による地盤沈下への影響は回避・低減されているものと評価する。 
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9.10. 電波障害 

9.10.1. 環境の状況 

(1) 調査内容 

電波障害の現況調査は，表 9.10-1 に示す内容とした。 

表 9.10-1 調査内容（電波障害） 

調査項目 調査内容 

電波障害 テレビ電波の受信状況 

 
 

(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.10-2 に示すとおりとした。 

表 9.10-2 調査方法（電波障害） 

調査内容 調査方法

テレビ電波の受信状況 

調査方法は，「建築物によるテレビ受信障害調査要領」(平成

22 年 3 月 社団法人日本 CATV 技術協会)に基づき，電波測

定車による受信可否調査(測定高さ 8m)とした。なお，画質評

価については，デジタル波として 3 段階で評価を行った。評

価基準を表 9.10-3 に示す。 

  

表 9.10-3 3 段階評価基準(デジタル波) 

記号 評価基準の内容 

○ 良好に受信 

△ ブロックノイズや画面フリーズが認められる 

× 受信不能 

出典：「建造物によるテレビ受信障害調査要領（地上デジタル放送）（改訂版）」(平成 22 年 3 月 (社)日本

CATV 技術協会) 

 
 

(3) 調査地点 

調査地域は対象地及びその周辺とし，調査地点は評価書の現地調査と同じ図 9.10-1 に示す地点

とした。 
 

(4) 調査地点 

調査期間等は，施設完成後として表 9.10-4 に示すとおりとした。 

表 9.10-4 調査期間（電波障害） 

調査内容 調査期間等 
テレビ電波の受信状況 平成 26 年 9 月 2 日(火) 
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図 9.10-1 

電波障害調査地域 

及び遮蔽障害地域図
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(5) 調査結果 

受信状況の測定結果は，表 9.10-5 に示すとおりである。デジタル波の受信状況は，全ての地

点で画質評価○(良好に受信)であった。テレビ電波の受信状況は 57～91dB であり，評価書の現

地調査結果と比較すると端子電圧の低下傾向がみられるものの，受信レベル及び受信画像につ

いては全地点・全チャンネルにおいて良好に受信可能であった。また，図 9.10-1 に示す受信障

害地域内に家屋等は確認されなかった。 
 

表 9.10-5 デジタル波画質評価地点数総括表 

画 質 評 価 

仙台局 合計 

UHF 
計 % 

13ch 17ch 19ch 21ch 24ch 28ch 

○ 12 12 12 12 12 12 72 100 

△ 0 0 0 0 0 0 0 0 

× 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 12 12 12 12 12 12 72 － 

端子電圧 
[dB(μV)] 

事後調査

結果 
62～91 64～89 63～90 57～86 62～86 61～82 － － 

（参考）
平成 22 年
現地調査

75～90 79～92 73～93 70～86 77～90 76～86 － － 

※ ○ 良好に受信 △ ブロックノイズや画面フリーズが認められる × 受信不能 
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9.10.2. 事業の実施状況及び対象事業の負荷の状況 

(1) 調査内容 

評価書の事後調査計画を踏まえ，以下の項目を実施した。 

 
 

(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.10-6 に示すとおりとした。 

表 9.10-6 調査方法（電波障害） 

調査内容 調査方法

環境保全措置の実施状況 記録類の確認による。 

 
 

(3) 調査地点 

調査地点は，表 9.10-7 に示した調査範囲とした。 

表 9.10-7 調査地点（電波障害） 

調査内容 調査地点

環境保全措置の実施状況 対象地及びその周辺 

 
 

(4) 調査期間 

調査期間は，表 9.10-8 のとおりとした。 

表 9.10-8 調査期間（電波障害） 

調査内容 調査期間

環境保全措置の実施状況 平成 26 年 7 月～平成 28 年 3 月 

 
 

(5) 調査結果 

 環境保全措置の実施状況 

存在に係る環境保全措置の実施状況は，表 9.10-9 に示すとおりとした。 

表 9.10-9 電波障害に係る環境保全措置の実施状況 

存在に係る環境保全措置 実施状況 
デジタル波の受信障害は基本的に発生

しないと予測されたが，受信設備の違

いや地形の細かな起伏の影響等，何ら

かの特別な理由で受信障害が発生した

場合は，適切な障害防止対策を講じる。 

平成 26 年 9 月の現地調査の結果，受信障害地域に

家屋等は確認されなかった。また，平成 28 年 3 月

末時点において，病院周辺地域からのデジタル波受

信に係る苦情はなく，受信障害は報告されていな

い。 

 
  

・ 環境保全措置の実施状況 
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9.10.3. 調査結果の検討結果 

(1) 存在による影響 

 予測結果との比較 

テレビ電波の受信状況調査の結果，全地点・全チャンネルにおいて良好に受信可能であった。

また，受信障害地域は評価書と同様に対象地及び県道 273 号仙台名取線（広瀬河畔通）沿いの歩

道に限定されており，受信障害地域に家屋等は確認されなかった。よって，建築物の存在による

テレビ電波の受信障害の影響は小さいとした予測と同様の結果であった。 
 

 調査結果の検討結果 

事後調査の結果，対象地周辺でのテレビ電波の受信状況は良好であり，建築物の存在によるテ

レビ電波の受信障害の影響は小さいとした予測と同様の結果であった。 
また，平成 28 年 3 月末時点では受信障害及びこれに関する苦情は確認されていないが，環境保

全措置として，受信設備の違いや地形の細かな起伏の影響等，何らかの特別な理由で受信障害が

発生した場合は，適切な障害防止対策を講じることとしていることから，建築物の存在によるテ

レビ電波の受信障害への影響は実行可能な範囲内で回避・低減が図られていると評価する。 
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9.11. 日照阻害 

9.11.1. 事業の実施状況及び対象事業の負荷の状況 

(1) 調査内容 

評価書における事後調査計画を踏まえ，以下に示すとおりとした。 

 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.11-1 に示すとおりとした。 

表 9.11-1 調査方法（日照阻害） 

調査内容 調査方法

1.冬至日における日影の状況 
竣工図書等に基づき，時刻別日影図及び等時間日影

図を作成する。 
2.環境保全措置の実施状況 目視確認及び記録類の確認による。 

 
 

(3) 調査地点 

調査地点は，表 9.11-2 に示す範囲とした。 

表 9.11-2 調査地点（日照阻害） 

調査内容 調査地点

1.冬至日における日影の状況 対象地及びその周辺 
2.環境保全措置の実施状況 対象地 

 
 

(4) 調査期間 

調査期間は，表 9.11-3 のとおりとした。 

表 9.11-3 調査期間（日照阻害） 

調査内容 調査期間

1.冬至日における日影の状況 
平成 26 年 9 月（工事完了後） 

2.環境保全措置の実施状況 

 
 

 
  

・ 冬至日における日影の状況 
・ 環境保全措置の実施状況 
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(5) 調査結果 

 冬至日における日影の状況 

本施設の配置及び形状は「4.事業の内容」に示すとおりであり，評価書に示した計画から建物形

状の変更はない。本施設による冬至日における時刻別日影図及び等時間日影図は，図 9.11-1 及び

図 9.11-2 に示すとおりであり，評価書と同様である。 
冬至日における日影の範囲は，北西方向は長町二丁目まで及び，北東方向は日影規制対象範囲と

なる若林一丁目まで及ぶが，配慮を要する施設までは及ばないと考えられる。なお，図 9.11-1 及

び図 9.11-2 に示す配慮を要する施設は，評価書の公告以降に設置された施設を追加した。 
また，冬至日における日影の継続時間が 3 時間以上の範囲は，北西方向は JR 高架付近まで及

び，北東方向は，県道 273 号仙台名取線（広瀬河畔通）の歩道まで及ぶが，日影規制対象範囲及

び配慮を要する施設には及ばないと考えられる。また，日影の継続時間が 5 時間以上の範囲は対

象地及び JR 東北本線付近に収まると考えられる。 
 

 
 環境保全措置の実施状況 

存在に係る環境保全措置の実施状況は，表 9.11-4 に示すとおりであった。 

表 9.11-4 日照阻害に係る環境保全措置の実施状況 

存在に係る環境保全措置 実施状況 
本事業では，計画地周辺の建築物等へ及

ぼす日照阻害の影響を低減するため，病

院本館を計画地内の南西側に配置する。 

本事業では，病院本館を敷地の南西側に配置し，日

照阻害の影響に配慮した。 
（配置は「3．事業実施の位置及び区域」参照） 
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図 9.11-1(1) 

冬至における時刻別日影図

（平均地盤面±0m） 

配慮を要する施設は，
評価書の公告以降に
設置された施設を追
加して表示した。 

対象地 

対象建築物 
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図 9.11-1(2) 

冬至における時刻別日影図

（平均地盤面＋4m） 

 
 

 

  

配慮を要する施設は，
評価書の公告以降に
設置された施設を追
加して表示した。 

対象地 

対象建築物 
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図 9.11-2(1) 

冬至における等時間日影図

（平均地盤面±0m） 

配慮を要する施設は，
評価書の公告以降に
設置された施設を追
加して表示した。

対象地 

対象建築物 
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図 9.11-2(2) 

冬至における等時間日影図

（平均地盤面＋4m） 

配慮を要する施設は，
評価書の公告以降に
設置された施設を追
加して表示した。

対象地 

対象建築物 



 9.11-7

9.11.2. 調査結果の検討結果 

(1) 存在による影響 

 予測結果との比較 

事後調査の結果，本施設の配置及び建物形状に評価書からの変更はなく，冬至日における時刻別

日影図及び等時間日影図は評価書と同様の結果であった。 
 

 調査結果の検討結果 

事後調査の結果，本施設の配置及び建物形状に評価書からの変更はなく，冬至日における時刻別

日影図及び等時間日影図は評価書と同様であった。対象地は日影規制の対象外であり，周辺の日

影規制対象地域においても平均地盤面+4m における 3 時間以上の日影の範囲が及ぶことはなく，

「建築基準法」及び「宮城県建築基準条例」に基づく日影による中高層の建築物の制限を満足して

いる。また，環境保全措置として，病院本館を対象地内の南西側に配置し建築物による日影の影響

が小さくなるように配慮したことから，建築物等の存在による日照阻害の影響は実行可能な範囲

内で最大限の回避・低減が図られていると評価する。 
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9.12. 風害 

9.12.1. 環境の状況 

(1) 調査内容 

調査内容は，表 9.12-1 に示すとおりとした。 

表 9.12-1 調査内容（風害） 

調査項目 調査内容 

風害 工作物等の出現による風向・風速の変化 

 
 

(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.12-2 に示すとおりとした。 

表 9.12-2 調査方法（風害） 

調査内容 調査方法

工作物等の出現による風向・風速の変化 風車型微風向風速計による連続測定とした。 

 
 

(3) 調査地点 

調査地点は，予測計算により風環境が悪化すると予想された対象地内の 2 地点とし， 表 9.12-3
及び図 9.12-1 に示すとおりとした。 

表 9.12-3 調査地点（風害） 

地点番号 調査地点 高さ 

1 病院北東側 1.5m 
2 病院南西側 1.5m 

 
 

(4) 調査期間 

調査期間は表 9.12-4 に示すとおりとし，工事完了後の一年間とした。 

表 9.12-4 調査期間（風害） 

調査内容 調査期間等 

工作物等の出現による風向・風速の変化 
平成 27 年 1 月 1 日～平成 27 年 12 月 31 日 

（1 年間） 
   ※施設完成：平成 26 年 7 月 15 日 
   ※開院：平成 26 年 11 月 1 日 
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※ 風環境評価尺度の差は領域 D を 1，領域 C を 2，領域 B を 3，領域 A を 4 とした場合の評価書
提出時の現況と対象建築物建設後の風環境尺度の差を示す。 

図 9.12-1 風害調査地点  

風環境評価尺度の差
※

 

●：風向･風速調査地点 

（高さ：地上1.5m）

環境影響評価の予測結果

No.1

No.2
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(5) 調査結果 

 地点 No.1（病院北東側） 

地点 No.1 における年間の風向・風速の状況は表 9.12-5 及び 図 9.12-2 に示すとおりである。 

表 9.12-5 風向・風速の状況（地点 No.1） 

月 最多風向 
最多風向 
出現率(％) 

平均風速 
(m/s) 

静穏率※ 
(％) 

日最大平均

風速(m/s)
同左時の

風向 
日最大瞬間

風速(m/s)
同左時の

風向 

1 月 N 34.3 1.2 6.9 5.9 NNW 16.2 NW 

2 月 N 24.5 1.2 6.8 5.3 NNW 14.4 NW 

3 月 N 22.6 1.3 4.2 4.8 N 14.4 NNW 

4 月 S 17.7 1.1 6.5 5.1 SW 12.5 WSW 

5 月 S 22.1 1.3 4.3 4.3 NNW 11.9 N NW 

6 月 S 26.4 1.3 4.3 4.9 SW 12.4 SW 

7 月 S 31.6 1.1 6.8 4.5 SSW 11.0 S 

8 月 S 22.8 1.0 5.6 3.6 SSW 10.2 WSW 

9 月 N 17.4 1.0 5.7 4.1 NNW 11.1 NW 

10 月 N 22.1 1.3 3.6 5.9 NNW 19.7 NW 

11 月 N 20.7 0.8 10.4 3.4 N 11.2 NNE 

12 月 N 26.9 1.0 9.9 3.5 NNW 10.1 NNW 

年間 N 18.2 1.1 6.2 5.9 NNW 19.7 NW 

注）風速 0.2ｍ/s 以下を静穏(Calm）とした。 

 

 
 

図 9.12-2 風向別平均風速及び出現頻度（地点 No.1） 
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 地点 No.2（病院南西側） 

地点 No.2 における年間の風向・風速の状況は表 9.12-6 及び図 9.12-3 に示すとおりである。 

表 9.12-6 風向・風速の状況（地点 No.2） 

月 最多風向 
最多風向 
出現率(％) 

平均風速 
(m/s) 

静穏率※ 
(％) 

日最大平均

風速(m/s)
同左時の

風向 
日最大瞬間

風速(m/s)
同左時の

風向 

1 月 NE 64.9 2.5 2.1 12.4 NE 26.6 NE 

2 月 NE 51.8 2.3 1.8 10.6 NE 21.7 NE 

3 月 NE 39.1 2.1 1.0 10.7 NE 27.8 NE 

4 月 S 32.1 1.7 1.2 8.2 NE 18.2 NE 

5 月 S 36.8 1.9 1.0 8.6 NE 20.9 NE 

6 月 S 48.6 1.8 1.0 8.7 NE 20.0 NE 

7 月 S 53.2 1.4 3.8 5.4 S 11.7 SSE 

8 月 S 35.1 1.4 2.8 6.4 NE 13.4 NE 

9 月 NE 41.7 1.6 1.9 7.9 NE 16.2 NNE 

10 月 NE 48.9 2.2 0.6 11.8 NE 26.9 NE 

11 月 NE 46.8 1.6 2.5 6.9 NE 17.0 ENE 

12 月 NE 48.6 1.8 2.8 8.2 NE 18.1 ENE 

年間 NE 37.7 1.9 1.8 12.4 NE 26.6 NE 

注）風速 0.2ｍ/s 以下を静穏(Calm）とした。 

 

 
図 9.12-3 風向別平均風速及び出現頻度（地点 No.2） 
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9.12.2. 事業の実施状況及び対象事業の負荷の状況 

(1) 調査内容 

評価書の事後調査計画を踏まえ，以下の項目を実施した。 

 

 
(2) 調査方法 

調査方法は，表 9.12-7 に示すとおりとした。 

表 9.12-7 調査方法（風害） 

調査事項 調査方法

環境保全措置の実施状況 目視確認，写真撮影及び記録類の確認による。 

 
 

(3) 調査地点 

調査地点は，表 9.12-8 に示す調査範囲とした。 

表 9.12-8 調査地点（風害） 

調査事項 調査地点

環境保全措置の実施状況 対象地及びその周辺 

 
 

(4) 調査期間 

調査時期は， 表 9.12-9 のとおりとした。 

表 9.12-9 調査期間（風害） 

調査事項 調査期間

環境保全措置の実施状況 平成 27 年 4 月～平成 28 年 3 月（1 年間） 

 
 

(5) 調査結果 

存在に係る環境保全措置の実施状況は，表 9.12-10 に示すとおりであった。 

表 9.12-10 風害に係る環境保全措置の実施状況 

存在に係る環境保全措置 実施状況 
病院本館は隣地との離隔を確

保し，風の影響の低減に配慮

する。 

病院本館は，東側に第 1 駐車場，北側に第 2 駐車場，南西

側に第 3 駐車場を設け，隣地との離隔を確保している。 
（配置は「3．事業実施の位置及び区域」参照） 

国道 4 号に面する部分に，高

木及び低木を植栽する計画と

し，風害を低減する。 

国道 4 号に面する部分にはユリノキなどの高木及びツツジ

類などの低木を植栽し，緑地を含めた外構により病院本館

との間に距離を設け風害低減を図った。 

 
  

・ 環境保全措置の実施状況 
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9.12.3. 調査結果の検討結果 

(1) 存在による影響 

 予測結果との比較 

予測結果と事後調査結果の比較結果を表 9.12-11 に，風工学研究所の提案による風環境評価尺度

を表 9.12-12 に示す。 
予測結果では両地点とも領域 C であったのに対し，事後調査結果は，地点 No.1 が領域 A とな

り予測結果よりも風環境として好ましい領域となり，地点 No.2 が領域 C となり予測結果と同様

の結果であった。 

表 9.12-11 予測結果と事後調査結果との比較 

調査地点 予測結果 
事後調査結果 

評価結果 累積頻度 55％
の風速(m/s)

累積頻度 95％
の風速(m/s)

No.1 領域 C 領域 A 1.0 2.7 

No.2 領域 C 領域 C 1.6 4.6 

 

表 9.12-12 風環境評価尺度 

風速評価における領域区分 
累積頻度 55%
の風速(m/s) 

累積頻度 95%
の風速(m/s) 

領域Ａ 住宅地としての風環境 ≦1.2 ≦2.9 

領域Ｂ 住宅地・市街地としての風環境 ≦1.8 ≦4.3 

領域Ｃ 事務所街としての風環境 ≦2.3 ≦5.6 

領域Ｄ 超高層建物の下でみられる風環境 ＞2.3 ＞5.6 

出典：「ビル風の基礎知識」(平成 17 年 風工学研究所) 
 

※ 風環境評価尺度とは，都内における地表付近の約 100 地点での長期間にわたる風

観測結果により，風速の累計頻度曲線から，住宅地，市街地，事務所のそれぞれの

風環境の累積頻度として，55％の風速(平均風速)，95％の風速(日最大平均風速)の
境界を示す曲線から定められている。 

 

 
 調査結果の検討結果 

事後調査結果は，予測結果と同様又は予測結果よりも風環境として好ましい領域となることを

示した。また，環境保全措置として，病院本体は隣地との離隔を確保し，県道 273 号仙台名取線

に面する部分に風害に配慮した植栽を配置している。 
したがって，工作物等の出現による風害の影響は，低減が図られているものと評価する。 

 


